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令
和
７
年
度

　
私
学
事
業
団
の
業
務
報
告
及
び
決
算

財
務
部

助
成
業
務
で
は
、補
助
事
業
、貸
付
事
業
、

寄
付
金
事
業
、
学
術
研
究
振
興
基
金
・
資
金

事
業
、
経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業
、
減
免

資
金
交
付
事
業
、
助
成
事
業
の
七
つ
の
事
業

を
行
っ
て
い
ま
す
。

令
和
７
年
度
の
助
成
勘
定
に
お
け
る
損
益

の
状
況
は
図
１
の
と
お
り
で
す
。

補
助
事
業

◉
６
２
８
法
人
（
８
３
５
校
）
に
２
９
７
８

億
７
０
３
２
万
円
を
交
付

国
か
ら
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の
交

付
を
受
け
、
こ
れ
を
財
源
と
し
て
、
大
学
等

を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
に
補
助
金
を
交

付
し
て
い
ま
す
。

７
年
度
の
補
助
事
業
計
画
額
２
９
８
０
億

助

成

業

務

助

成

業

務

２
１
６
４
万
円
に
対
し
、
２
９
７
８
億
７
０

３
２
万
円
を
６
２
８
法
人
、
８
３
５
校
に
交

付
し
ま
し
た
（
表
１
）。

補
助
事
業
の
詳
細
は
、
本
誌
４
月
号
（
Ｖ

Ｏ
Ｌ
．
３
４
０
）
の
２
・
３
頁
を
参
照
し
て

く
だ
さ
い
。

貸
付
事
業

◉
50
法
人
（
63
件
）
に
５
７
０
億
９
８
４
０

万
円
を
貸
付
け

学
校
法
人
等
に
対
し
て
、
設
置
す
る
私
立

学
校
の
校
地
・
校
舎
等
の
施
設
設
備
の
整
備

に
要
す
る
資
金
、
そ
の
他
経
営
に
必
要
な
資

金
の
貸
付
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

７
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
額
６
０
０
億
円

に
対
し
、
貸
付
実
績
額
は
５
７
０
億
９
８
４

０
万
円
で
し
た
（
表
２
）。
貸
付
金
の
財
源

は
、
国
の
財
政
融
資
資
金
２
９
４
億
円
、
厚

生
年
金
勘
定
か
ら
の
借
り
入
れ
１
８
７
億

円
、
貸
付
回
収
金
等
89
億
９
８
４
０
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
年
度
末
の
貸
付
金
残
高
は

４
８
７
７
億
７
８
２
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

寄
付
金
事
業

◉
受
配
者
指
定
寄
付
金
の
受
け
入
れ
と
配
付

私
立
学
校
の
教
育
と
研
究
の
振
興
の
た
め

に
企
業
等
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
こ
れ

を
寄
付
者
が
指
定
し
た
学
校
法
人
に
配
付
し

て
い
ま
す
。

７
年
度
の
受
入
計
画
額
２
８
０
億
円
に
対

し
、
受
入
実
績
額
は
２
４
８
億
３
２
６
４
万

円
で
し
た
。
こ
れ
に
前
年
度
繰
越
金
を
加
え

た
４
９
５
億
３
１
７
万
円
が
学
校
法
人
に
対

す
る
配
付
の
財
源
と
な
り
ま
し
た
。
配
付
実

績
額
は
２
６
５
億
５
３
１
万
円
と
な
り
、
財

源
と
の
差
額
２
２
９
億
９
７
８
６
万
円
を
次

年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た（
表
３
）。７
年
度

に
受
け
入
れ
た
寄
付
金
の
配
付
が
翌
年
度
以

降
と
な
っ
た
こ
と
等
が
要
因
で
す
。

　
私
学
事
業
団
の
助
成
業
務
と
共
済
業
務
に
お
け
る
令
和
７
年
度
の
業
務
報
告
及
び
決
算
の
状

況
は
次
の
と
お
り
で
す
。な
お
、
決
算
は
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
後
、
官
報
に
公
告
し
、

私
学
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
財
務
情
報
▼
決
算
等
の
公
告
〕
に
掲
載
し
ま
す
。
詳
し
い
内
容

に
つ
い
て
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

図１　助成業務（助成勘定）の損益状況（単位：億円）

補助金等収益
5,890

貸付金
利息
46

寄附金収益
266

交付補助金
2,979

授業料等減
免費交付金
2,911

借入金
利息
24

配付寄附金
265

人件費 12
業務経費 6

その他 17
当期総利益 10

その他 13
貸倒引当金戻入 7

収益 6,223

費用 6,213

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しない
ことがあります。

表１　補助金交付状況

区　　分 学　校
総　数

交　付
学校数

補助金
総　額

補助金の平均額

１　校
当たり

学生１人
当たり

大　　学
校 校 百万円 百万円 千円

628 586 286,915 490 141

短期大学 278 247 10,757 44 151

高等専門
学　　校 4 2 199 99 137

合　　計 910 835 297,870 357 141

注注　�表１～３、６については、単位未満の端数を四捨五入しているため、
合計が一致しないことがあります。

表２　貸付金交付状況

区　　　分 貸　付　実　績
件　数 金　額

一 般 施 設 費
件 百万円
53 36,525

教育環境整備費 6 1,714

災 害 復 旧 費 0 0

公 害 対 策 費 0 0

特 別 施 設 費 4 18,860

合　　　計 63 57,098

表３　受配者指定寄付金受入・配付状況
区　　　分 実　績　額

前 年 度 繰 越 金 （ Ａ ）
百万円

24,671

受 入 額
一 般 寄 付 23,805
現 物 寄 付 1,028

計　　　　（Ｂ） 24,833
合 計 （Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 49,503

配 付 額
一 般 寄 付 25,478
現 物 寄 付 1,028

計　　　　(Ｄ) 26,505
翌 年 度 繰 越 金（Ｃ）－(Ｄ) 22,998

決算等の公告　https://www.shigaku.go.jp/g_za_kessan.htm
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◉
若
手
・
女
性
研
究
者
奨
励
金

私
立
学
校
に
お
け
る
次
世
代
の
人
材
育
成

を
図
る
た
め
、
多
様
で
特
色
あ
る
研
究
に
対

し
て
研
究
奨
励
金
を
交
付
し
て
い
ま
す
。
そ

の
財
源
は
、
企
業
等
社
会
一
般
か
ら
幅
広
く

募
集
す
る
寄
付
金
に
よ
り
賄
っ
て
い
ま
す
。

７
年
度
は
交
付
計
画
額
３
０
０
０
万
円
に

対
し
、
75
研
究
に
３
０
０
０
万
円
を
交
付
し

ま
し
た
（
表
４
）。

学
術
研
究
振
興
基
金
・
資
金
事
業

◉
36
研
究
に
８
０
６
０
万
円
を
交
付

学
術
研
究
振
興
基
金
の
運
用
益
を
学
術
研

究
振
興
資
金
と
し
て
私
立
学
校
の
学
術
研
究

に
要
す
る
教
育
研
究
経
費
、
設
備
の
取
得
費

等
に
対
し
交
付
し
て
い
ま
す
。

昭
和
50
年
度
創
設
の
本
基
金
の
７
年
度
末

保
有
額
は
54
億
１
７
１
７
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
７
年
度
の
交
付
計
画
額
８
０
０
０
万

円
に
対
し
、
36
研
究
に
８
０
６
０
万
円
を
交

付
し
ま
し
た
（
表
５
）。

経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業

◉
私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す

る
調
査
・
研
究
、
指
導
・
助
言

学
校
法
人
の
依
頼
に
応
じ
て
、「
経
営
改
善

計
画
の
作
成
支
援
」、「
学
生
募
集
」及
び
「
人

件
費
の
見
直
し
」
等
の
経
営
上
の
諸
課
題
に

つ
い
て
分
析
資
料
を
提
供
し
た
う
え
で
、
学

校
法
人
と
本
事
業
団
職
員
が
意
見
交
換
を
行

い
、
解
決
策
を
探
る
面
談
形
式
の
経
営
相
談

を
行
い
ま
し
た
。
経
営
相
談
以
外
に
も
会
計

処
理
等
の
質
問
や
財
務
分
析
等
の
簡
易
な
要

望
に
電
話
・
メ
ー
ル
等
で
対
応
し
ま
し
た
。

ま
た
、「
自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」

を
本
誌
及
び
本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
す
る
こ
と
で
周
知
を
図
り
、
7
年
度
か
ら

大
学・短
期
大
学・高
等
専
門
学
校
法
人
（
以

下
「
大
学
法
人
等
」
と
い
い
ま
す
）
に
つ
い

て
は
、
自
法
人
の
決
算
デ
ー
タ
等
が
自
動
入

力
さ
れ
た
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
、「
私
学
情

報
提
供
シ
ス
テ
ム
」
に
掲
載
し
ま
し
た
。

「
経
営
判
断
指
標
」に
つ
い
て
は
、
大
学
法

人
等
を
対
象
に
、
健
全
な
学
校
法
人
運
営
の

た
め
の
参
考
資
料
と
し
て
、「
定
量
的
な
経

営
判
断
指
標
に
基
づ
く
経
営
状
態
の
区
分
」

（
経
営
判
断
指
標
の
集
計
結
果
）
を
発
送
し
、

私
学
経
営
Ｄ
Ｘ
の
推
進
に
お
い
て
、
６
年
度

に
開
設
し
た
私
学
経
営
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド

に
、「
経
営
判
断
指
標
判
定
表
」
を
数
値
入

力
す
る
こ
と
で
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
可
能

な
フ
ァ
イ
ル
を
掲
載
し
ま
し
た
。

◉
私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す

る
情
報
収
集
・
提
供

学
校
法
人
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す

る
情
報
収
集
を
行
い
、
学
校
法
人
及
び
関
係

者
に
対
し
情
報
を
提
供
し
て
い
ま
す
。
７
年

度
は
、
全
国
の
私
立
学
校
の
財
政
状
況
を
集

計
し
た
「
今
日
の
私
学
財
政
」
を
発
行
し
ま

し
た
。
ま
た
、
私
立
大
学・短
期
大
学
及
び
私

立
高
等
学
校
の「
入
学
志
願
動
向
」、私
立
大

学
・
短
期
大
学
の
教
育
情
報
を
取
り
ま
と
め

た
「
私
立
大
学
・
短
期
大
学
教
育
の
現
状
」を

本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た

「
私
学
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
」
に
よ
る
財
務

帳
票
等
の
提
供
や
、
講
演
な
ど
を
通
し
た
情

報
提
供
等
も
行
い
ま
し
た
。

◉
各
種
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

学
校
法
人
の
理
事
長
や
理
事
を
対
象
に
、

私
学
行
政
の
変
化
を
見
据
え
た
学
校
運
営
及

び
資
産
運
用
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
「
私
学
リ
ー
ダ
ー
ズ
セ
ミ

ナ
ー
」を
、「
対
面
形
式
」と
「
オ
ン
ラ
イ
ン

形
式
」
の
二
つ
の
形
式
を
採
用
し
、
東
京
及

び
大
阪
の
２
会
場
で
開
催
し
ま
し
た
。

ま
た
、
大
学
・
短
期
大
学
の
若
手
職
員
を

対
象
に
、
大
学
職
員
と
し
て
の
資
質
向
上
を

図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
「
私
学
ス
タ
ッ
フ

セ
ミ
ナ
ー
」
を
京
都
及
び
仙
台
の
２
会
場
で

開
催
し
ま
し
た
。

◉
大
学
ポ
ー
ト
レ
ー
ト

国
公
私
立
大
学
等
の
教
育
情
報
を
公
表
・

活
用
す
る
た
め
の
共
通
的
な
し
く
み
で
あ
る

「
大
学
ポ
ー
ト
レ
ー
ト
（
私
学
版
）」
を
運
用

管
理
し
、
周
知
を
図
る
た
め
の
広
報
活
動
を

行
い
ま
し
た
。

減
免
資
金
交
付
事
業

◉
６
４
３
法
人
（
８
６
７
校
）
に
２
９
１
０

億
７
５
２
９
万
円
を
交
付

社
会
で
自
立
し
活
躍
す
る
こ
と
が
で
き
る

人
材
を
育
成
す
る
た
め
の
質
の
高
い
教
育
を

実
施
す
る
大
学
等
に
お
け
る
修
学
の
支
援
を

行
う
た
め
、
国
か
ら
授
業
料
等
減
免
資
金
の

交
付
を
受
け
、
こ
れ
を
財
源
と
し
て
大
学
等

を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
に
授
業
料
等
減

免
費
交
付
金
を
交
付
し
て
い
ま
す
。

７
年
度
の
交
付
計
画
額
３
６
３
３
億
３
６

４
７
万
円
に
対
し
、
２
９
１
０
億
７
５
２
９

万
円
を
６
４
３
法
人
、
８
６
７
校
に
交
付
し

ま
し
た
（
表
６
）。

表４　若手・女性研究者奨励金交付状況

分　　　野 研究数 交付額

若 手 研 究 者
奨 励 金

件 千円
39 15,600

女 性 研 究 者
奨 励 金 36 14,400

合　　　計 75 30,000

表５　
�学術研究振興資金交付状況
分　　野 研究数 交付額

医 学
件 千円
17 45,300

環境科学 1 4,500
理 学 4 8,400
工 学 2 5,200
農 学 3 8,900
文 学 5 5,900
法 学 0 0
経 済 学 2 1,800
家 政 学 0 0
体 育 学 0 0
教 育 学 2 600
合　　計 36 80,600

表６　授業料等減免費交付金交付状況

区 分 学　校
総　数

交　付
学校数 交付額

大 学
校 校 百万円

627 596 280,558

短期大学 277 269 10,407

高等専門
学 校 4 2 111

合 計 908 867 291,075

注注　�令和７年度中に廃止認可を受けた学校を
学校総数から除外しています。
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助
成
事
業

◉
私
学
研
修
福
祉
会
へ
の
助
成
金
及
び
厚
生

年
金
勘
定
へ
の
繰
り
入
れ

私
立
学
校
教
職
員
の
資
質
の
向
上
の
た

め
、
一
般
財
団
法
人
私
学
研
修
福
祉
会
が
行

う
研
修
事
業
に
助
成
金
を
交
付
し
、
ま
た
、

私
立
学
校
教
職
員
の
福
利
厚
生
の
充
実
を
図

る
た
め
、
共
済
業
務
年
金
等
給
付
事
業
（
既

年
金
者
年
金
増
額
費
及
び
年
金
等
給
付
整
理

資
源
）
を
対
象
と
し
て
、
本
事
業
団
の
厚
生

年
金
勘
定
へ
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
事
業
は
助
成
勘
定
の
前
年
度
利
益
金

を
財
源
と
し
て
い
ま
す
。
７
年
度
は
、
６
年

度
に
損
失
を
計
上
し
た
た
め
、
助
成
金
の
交

付
及
び
厚
生
年
金
勘
定
へ
の
繰
り
入
れ
は
行

い
ま
せ
ん
で
し
た
。

共
済
業
務
で
は
、
短
期
（
医
療
）
給
付
事

業
、
年
金
等
給
付
事
業
及
び
福
祉
事
業
（
保

健
・
医
療
・
宿
泊
・
貯
金
・
貸
付
け
の
各
事

業
）
の
三
つ
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

加
入
者
数
・
標
準
報
酬
平
均
月
額
・

標
準
賞
与
平
均
年
額

７
年
度
末
の
加
入
者
数
は
64
万
１
５
３
７

人
と
な
り
、
表
７
の
と
お
り
、
前
年
度
よ
り

６
０
８
３
人
増
加
し
ま
し
た
。

掛
金
等
の
算
定
基
礎
と
な
る
標
準
報
酬
平

均
月
額
及
び
標
準
賞
与
平
均
年
額
は
、
そ
れ

ぞ
れ
表
８
、
表
９
の
と
お
り
で
す
。

短
期
（
医
療
）
給
付
事
業

◉
給
付
分
掛
金
率
は
据
え
置
き
、 

介
護
分
掛
金
率
を
０
・
１
３
２
ポ
イ
ン
ト 

引
き
下
げ

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
病
気
や
ケ
ガ
・
出

産
・
死
亡
・
休
業
・
災
害
な
ど
に
か
か
る
給

付
の
他
、
介
護
保
険
制
度
に
か
か
る
介
護
納

付
金
や
高
齢
者
医
療
制
度
に
か
か
る
支
援
金

な
ど
の
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

収
益
は
、
加
入
者
の
増
加
に
よ
り
、
掛
金

収
入
が
79
億
円
増
加
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、

前
年
度
よ
り
64
億
円
（
１
・
７
％
）増
加
し
、

３
７
６
１
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
給
付
費
が
52
億
円
増
加
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
12
億
円
（
０
・

共

済

業

務

共

済

業

務

３
％
）
増
加
し
、
３
８
３
０
億
円
と
な
り
ま

し
た
。

損
益
は
、
当
期
総
損
失
が
前
年
度
か
ら
52

億
円
（
42
・
９
％
）
減
少
し
、
69
億
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
損
失
は
積
立
金
に
よ
り
整

理
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図
２
）。

年
金
等
給
付
事
業

◉
厚
生
年
金
勘
定

厚
生
年
金
勘
定
で
は
、
厚
生
年
金
保
険
法

に
規
定
す
る
加
入
者
の
老
齢
、
障
害
又
は
死

亡
に
か
か
る
年
金
又
は
一
時
金
の
給
付
、
経

過
的
な
共
済
年
金
の
給
付
の
他
、
基
礎
年
金

拠
出
金
、
厚
生
年
金
拠
出
金
な
ど
の
納
付
を

行
っ
て
い
ま
す
。

収
益
は
、
運
用
収
入
が
大
き
く
増
加
し
た

こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
２
４
６
５
億

円
（
18
・
０
％
）
増
加
し
、
１
兆
６
１
２
８

億
円
に
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
給
付
費
や
拠
出
金
が
増
加
し
た

こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
５
８
８
億
円

（
５
・
８
％
）
増
加
し
、
１
兆
７
８
６
億
円
と

な
り
ま
し
た
。

損
益
は
、
前
年
度
よ
り
１
８
７
７
億
円

（
54
・
２
％
）
の
増
益
と
な
る
５
３
４
２
億
円

の
当
期
総
利
益
を
計
上
す
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
こ
の
利
益
は
、
将
来
の
年
金
等
給
付

の
た
め
に
積
み
立
て
る
こ
と
に
な
り
ま
す

（
図
３
）。

年
度
末
の
年
金
受
給
権
者
数
は
64
万
１
７

３
４
人
で
前
年
度
よ
り
１
万
７
３
９
人（
１
・

７
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

表７　加入者数

令和６年度末 令和７年度末 対前年度増減
人数 伸び率

635,454人 641,537人 6,083人 0.96%

表８　標準報酬平均月額

令和６年度末 令和７年度末 対前年度増減
金額 伸び率

381,762円 386,195円 4,433円 1.16%

表９　標準賞与平均年額

令和６年度末 令和７年度末 対前年度増減
金額 伸び率

1,257,272円 1,274,298円 17,026円 1.35%
注注　�標準賞与平均年額とは、年度末時点の加入者にかかる当年度内に支給
された標準賞与の総額を年度末時点の加入者数で除して得た数値です。

保険料収入
5,792

運用収入
5,434

交付金
3,253

給付費
3,753

拠出金
6,870

その他 163

その他 ５収益 16,128

費用 10,786

補助金　1,644

当期総利益
5,342

図３　年金等給付事業（厚生年金勘定）の損益状況�
� （単位：億円）

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

図２　短期（医療）給付事業（短期勘定）の損益状況�
� （単位：億円）

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。
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◉
退
職
等
年
金
給
付
勘
定

加
入
者
の
退
職
、
職
務
上
の
障
害
又
は
死

亡
に
か
か
る
年
金
又
は
一
時
金
の
給
付
な
ど

を
行
っ
て
い
ま
す
。

２
年
10
月
よ
り
、
加
入
者
及
び
学
校
法
人

等
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、
厚
生
年
金
勘

定
職
域
年
金
経
理
か
ら
掛
金
率
０
・
３
％
相

当
額
を
受
け
入
れ
、
当
該
受
入
金
を
財
源
と

し
て
掛
金
率
の
軽
減
を
図
り
１
・
20
％
と
し

て
い
ま
す
。

収
益
は
、
掛
金
収
入
、
受
入
金
及
び
運
用

収
入
が
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
前
年
度
よ
り

24
億
円
（
４
・
３
％
）
増
加
し
、
５
７
０
億

円
と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
給
付
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
前
年
度
よ
り
８
億
円
（
22
・
２
％
）

増
加
し
、
41
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

損
益
は
、
前
年
度
よ
り
16
億
円
（
３
・

１
％
）
の
増
益
と
な
る
５
２
８
億
円
の
当
期

総
利
益
を
計
上
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

こ
の
利
益
は
将
来
の
年
金
等
給
付
の
た
め
に

積
み
立
て
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図
４
）。

年
度
末
の
年
金
受
給
権
者
数
は
10
万
３
５

８
１
人
で
前
年
度
よ
り
１
万
３
０
５
８
人

（
14
・
４
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

保
健
事
業

◉
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
や
特
定
健
康

診
査
・
特
定
保
健
指
導
等
を
実
施

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
健
康
の
保
持
増
進

を
目
的
と
し
て
、
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補

助
、
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
、
ヘ

ル
ス
ケ
ア
ポ
イ
ン
ト
、
契
約
施
設
の
割
引
事

業
な
ど
の
保
健
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

７
年
度
の
保
健
事
業
費
は
24
億
円
で
し

た
。
そ
の
う
ち
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助

が
51
％
、
特
定
健
康
診
査
等
の
給
付
費
が

18
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
医
療
経
理
へ
14
億
円
、
宿
泊
経
理

へ
29
億
円
、
計
43
億
円
を
繰
り
入
れ
ま
し
た

（
図
５
）。

注�　
福
祉
事
業
分
の
掛
金
収
入
は
保
健
経
理

で
受
け
入
れ
、
医
療
経
理
・
宿
泊
経
理
へ

資
金
の
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

医
療
事
業

◉
直
営
医
療
施
設
を
運
営

東
京
臨
海
病
院
を
運
営
し
て
い
ま
す
。

収
益
は
、
医
療
事
業
収
入
が
減
少
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
１
億
円
（
０
・

８
％
）減
少
し
、１
２
４
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
人
件
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
前
年
度
よ
り
２
億
円
（
１・６
％
）増

加
し
、１
４
１
億
円
と
な
り
ま
し
た（
図
６
）。

宿
泊
事
業

◉
直
営
宿
泊
施
設
を
運
営

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
や
宿
泊
所
・
保
養
所
を

全
国
16
か
所
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

収
益
は
、
宿
泊
事
業
収
入
が
増
加
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
７
億
円
（
８
・

７
％
）増
加
し
、１
２
１
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
材
料
費
高
騰
の
影
響
な
ど
に
よ

り
、
宿
泊
事
業
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
年
度
よ
り
１
億
円
（
０
・
５
％
）
増

加
し
、１
０
０
億
円
と
な
り
ま
し
た（
図
７
）。

図４　年金等給付事業（退職等年金給付勘定）の損益状況�
� （単位：億円）

図５　保健事業（保健経理）の損益状況� （単位：億円）

掛金収入
92

保健事業費
24

繰入金
43

業務経費
・その他
15

収益 94

費用 82 当期総利益 12

貯金経理からの受入金 １
補助金・その他１

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

図７　宿泊事業（宿泊経理）の損益状況� （単位：億円）

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

図６　医療事業（医療経理）の損益状況� （単位：億円）

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

掛金収入
417

受入金
104

当期総利益
528

収益 570

費用 41

給付費 36

運用収入・その他 48

繰入金・その他 5

医療事業収入
107

医療事業費
35

人件費
56

業務経費
38

収益 124 

費用 141 

減価償却費・その他 12

保健経理からの受入金 14
補助金・その他 3

当期総損失 17

宿泊事業収入
91

宿泊事業費
29

人件費
24

業務経費
37

収益 121

費用 100

当期総利益 22

保健経理からの受入金 29
その他 １

減価償却費・その他 ９
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貯
金
事
業

◉
積
立
貯
金
残
高
は
１
兆
１
９
７
０
億
円

積
立
貯
金
、
積
立
共
済
年
金
及
び
共
済
定

期
保
険
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

収
益
は
、
信
託
収
益
の
増
加
に
よ
り
、
貯

金
事
業
収
入
が
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
前
年

度
よ
り
７
億
円
（
12
・
１
％
）
増
加
し
、
63

億
円
と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
貯
金
利
率
の
引
き
上
げ
に
よ
る

支
払
利
息
の
増
加
に
よ
り
、
貯
金
事
業
費
が

増
加
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
11

億
円
（
26
・
２
％
）
増
加
し
、
55
億
円
と
な

り
ま
し
た
（
図
８
）。

な
お
、
積
立
貯
金
の
年
度
末
の
加
入
者
数

は
16
万
５
２
７
１
人
、
貯
金
残
高
は
１
兆
１

９
７
０
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
積

立
共
済
年
金
の
加
入
者
数
は
３
万
０
１
２
１

人
、
共
済
定
期
保
険
の
加
入
者
数
は
６
万
７

２
１
０
人
と
な
り
ま
し
た
。

貸
付
事
業

◉
貸
付
残
高
は
１
７
３
億
円

加
入
者
が
臨
時
に
資
金
を
必
要
と
す
る
と

き
に
そ
の
資
金
を
貸
し
付
け
る
事
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。

収
益
は
、
貸
付
利
率
の
引
上
げ
に
よ
る
増

加
に
よ
り
、
貸
付
事
業
収
入
が
増
加
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
７
６
０
８
万
円

（
24
・
３
％
）
増
加
し
、
３
億
８
８
７
７
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

費
用
は
、
人
件
費
の
増
加
か
ら
、
前
年
度

よ
り
８
５
２
万
円
（
２
・
７
％
）
増
加
し
、

３
億
２
３
９
６
万
円
と
な
り
ま
し
た（
図
９
）。

そ
の
他
事
務
費
等

◉
国
庫
補
助
金
は
２
億
４
７
７
９
万
円

短
期
（
医
療
）給
付
事
業
と
年
金
等
給
付
事

業
の
事
務
に
要
す
る
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

収
益
は
１
１
４
億
円
と
な
り
、
そ
の
う
ち

国
庫
補
助
金
と
し
て
２
億
４
７
７
９
万
円
が

補
助
さ
れ
ま
し
た
。

短
期
給
付
や
年
金
等
給
付
の
決
定
、
加
入

者
の
資
格
取
得
、
標
準
報
酬
月
額
の
改
定
、

掛
金
等
額
の
調
定
な
ど
の
事
務
に
要
す
る
費

用
は
、１
０
７
億
円
に
な
り
ま
し
た（
図
10
）。

貸付事業収入
325

貸付事業費
77

貸倒引当金繰入・その他
247

当期総利益
65

収益 389 

費用 324

貸倒引当金戻入・その他 64

図８　貯金事業（貯金経理）の損益状況� （単位：億円）

図９　貸付事業（貸付経理）の損益状況� （単位：百万円）

図10　その他事務費等（共済業務勘定）の損益状況
� （単位：億円）

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

注注　�単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しないことが
あります。

貯金事業収入
63

貯金事業費
52 

収益 63

費用 55
当期総利益 ８

繰入金 １

業務経費・その他 ２

事務費受入
109

人件費
15

一般管理費・その他
91

収益 114

費用 107

補助金・その他５

当期総利益 ７

私学事業団を装う偽サイトにご注意ください

　現在、私学事業団のホームページを装った偽のホームページ（偽サイト）が見つかっています。

こうした偽サイトは、アクセスするとウィルス感染や情報の詐取等の被害を受ける恐れがあり

ます。十分にご注意ください。

　アクセスする前に、ＵＲＬに不自然な点がないこと、特にドメインが「shigaku.go.jp」となっ

ていることをご確認ください。
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渋
谷
駅
か
ら
電
車
で
約
10
分
と
い
う
立
地

な
が
ら
、
落
ち
着
き
と
洗
練
さ
れ
た
街
並
み

が
広
が
る
目
黒
区
自
由
が
丘
。「
住
み
た
い

街
」
と
し
て
も
根
強
い
人
気
を
誇
る
こ
の
街

の
名
前
は
、
実
は
「
自
由
ヶ
丘
学
園
」
に
由

来
し
て
い
ま
す
。

今
回
訪
れ
た
自
由
ヶ
丘
学
園
は
、
１
９
３

０
年
に
こ
の
地
に
設
立
さ
れ
、
現
在
、
自

由
ヶ
丘
学
園
高
等
学
校
を
設
置
す
る
高
等
学

校
法
人
と
し
て
、
地
域
に
愛
さ
れ
な
が
ら
、

そ
の
歴
史
を
つ
な
い
で
い
ま
す
。

同
学
園
で
は
、
来
た
る
１
０
０
周
年
に
向

け
て
、
積
極
的
に
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
革

や
校
舎
の
整
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
地
域
と
と
も
に
、
生
徒
た
ち
の

「
自
由
」
な
成
長
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
さ
ま
ざ

ま
な
し
く
み
を
備
え
た
新
校
舎
を
取
材
し
ま

し
た
。

―
―
新
校
舎
建
設
に
向
け
た
計
画
は
ど
の
よ

う
に
進
め
ら
れ
ま
し
た
か
。

２
０
３
０
年
に
１
０
０
周
年
を
迎
え
る
本

校
で
は
、
10
年
ほ
ど
前
か
ら
新
校
舎
建
築
に

向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
始
動
し
ま
し
た
。

同
時
に
、「
新
し
い
学
び
」に
対
応
し
て
い
く

た
め
の
大
規
模
な
学
校
改
革
に
つ
い
て
も
並

行
し
て
着
手
し
て
い
ま
し
た
。そ
の
過
程
で
、

長
年
に
わ
た
り
男
子
校
と
し
て
運
営
し
て
き

た
本
校
は
、
２
０
２
３
年
に
、
共
学
校
と
し

て
舵
を
切
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
そ
の
た

め
、
ま
ず
は
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
面
を
含
め
た
、

既
存
の
校
舎
の
大
幅
な
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
を
実

施
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
が
、
計
画
中
の
新

校
舎
に
つ
い
て
も
、「
新
し
い
学
び
」や
「
共

学
化
」
を
踏
ま
え
た
も
の
と
し
て
、
さ
ら
に

検
討
を
進
め
て
い
く
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

２
週
間
に
一
度
の
ペ
ー
ス
で
、
設
計
士
、

建
築
士
と
の
打
ち
合
わ
せ
を
重
ね
な
が
ら
、

理
想
の
形
を
具
体
化
し
て
い
き
ま
し
た
。

最
終
的
に
は
、
２
年
ほ
ど
の
建
設
期
間
を

経
て
、
２
０
２
５
年
の
冬
に
新
７
号
館
が
完

成
し
ま
し
た
。

―
―
新
７
号
館
設
計
に
お
け
る
コ
ン
セ
プ
ト

に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

新
７
号
館
の
コ
ン
セ
プ
ト
と
し
て
は
、

「
新
し
い
学
び
」
を
体
現
で
き
る
場
所
に
す

る
こ
と
を
考
え
ま
し
た
。「
ス
タ
ジ
オ
型
の

特
別
教
室
」
や
、
多
用
途
に
使
え
る
「
ホ
ー

ル
」
を
整
備
し
た
の
も
そ
の
よ
う
な
観
点
か

ら
で
す
。

検
討
の
過
程
で
は
、
教
育
戦
略
室
を
中
心

に
、
校
舎
に
対
す
る
生
徒
の
ア
イ
デ
ア
や
先

生
の
要
望
を
取
り
ま
と
め
て
い
き
ま
し
た
。

特
に
、
有
志
の
生
徒
た
ち
が
自
分
た
ち
で
企

画
・
デ
ザ
イ
ン
し
た
ス
タ
ジ
オ
型
の
特
別
教

室
に
は
、自
由
な
発
想
が
あ
ふ
れ
て
い
ま
す
。

―
―
新
７
号
館
の
特
長
的
な
空
間
で
あ
る
、

ス
タ
ジ
オ
型
の
特
別
教
室
や
ホ
ー
ル
に
つ

い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

特
別
教
室
と
し
て
整
備
し
た
７
２
１
Ｓ
ｔ

ｕ
ｄ
ｉ
ｏ
、
７
２
３
Ｓ
ｔ
ｕ
ｄ
ｉ
ｏ
の
二
つ

の
部
屋
は
、
授
業
で
使
う
以
外
の
時
間
、
特

に
、
放
課
後
は
、
生
徒
の
み
が
利
用
す
る
空

間
と
し
て
提
供
し
て
い
ま
す
。

各
種
の
什
器
や
床
の
デ
ザ
イ
ン
、
配
色
に

至
る
ま
で
、
生
徒
た
ち
が
、
メ
ー
カ
ー
の

シ
ョ
ー
ル
ー
ム
に
足
を
運
び
、
自
分
た
ち
で

そ
れ
ぞ
れ
企
画
・
検
討
し
た
も
の
に
な
り
ま

す
。
そ
の
た
め
、
二
つ
の
部
屋
は
ウ
ェ
ル
ネ

ス
ル
ー
ム
と
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
ル
ー
ム

と
い
う
全
く
違
っ
た
趣
を
持
っ
て
お
り
、
自

由
な
レ
イ
ア
ウ
ト
が
可
能
で
、
形
や
機
能
も

ユ
ニ
ー
ク
な
机
や
椅
子
、
パ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

等
が
並
び
ま
す
。

ス
ク
リ
ー
ン
や
モ
ニ
タ
ー
等
も
複
数
台
備

え
て
お
り
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
練
習

や
、
委
員
会
・
部
活
動
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
、

さ
ら
に
は
ち
ょ
っ
と
し
た
パ
ー
テ
ィ
ま
で
、

さ
ま
ざ
ま
な
用
途
に
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

生
徒
が
特
に
希
望
し
て
設
置
し
た
サ
ウ
ン

ド
マ
ス
キ
ン
グ
機
能
を
備
え
た
ス
ピ
ー
カ
ー

は
、
会
話
の
漏
れ
や
騒
音
を
遮
断
す
る
効
果

が
あ
り
、
エ
リ
ア
を
分
け
ず
と
も
、
周
囲
の

人
の
声
を
気
に
せ
ず
会
話
が
で
き
る
優
れ
も

事業団資金
で

明日を拓く

事
業
団
融
資
を
ご
利
用
い
た
だ
い
た
学
校
紹
介

学
校
法
人　
自
由
ヶ
丘
学
園

対
象
校　
自
由
ヶ
丘
学
園
高
等
学
校

所
在
地　
東
京
都
目
黒
区

対
象
事
業　
新
校
舎
建
築

他の校舎と渡り廊下でつながる新７号館
入口はセキュリティ面にも配慮されています

リラックスできるチェアも配置した 721Studio
天井にはサウンドマスキングスピーカーを配置

台形の机で組み合わせ自由な 723Studio
それぞれの床の配色も生徒こだわりのポイント
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の
で
す
。
そ
の
分
、
や
や
値
が
張
る
商
品
で

は
あ
り
ま
し
た
が
、
生
徒
か
ら
い
か
に
こ
の

ス
ピ
ー
カ
ー
が
有
用
で
あ
る
か
、
教
職
員
に

向
け
た
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
が
あ
り
、
そ

の
説
得
力
に
心
を
動
か
さ
れ
ま
し
た
。

充
実
し
た
設
備
と
、
あ
ま
り
に
居
心
地
の

よ
い
空
間
に
、
生
徒
た
ち
が
放
課
後
も
遅
く

ま
で
な
か
な
か
帰
ろ
う
と
し
な
い
ほ
ど
、
大

変
人
気
の
ス
ペ
ー
ス
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
新
７
号
館
の
３
階
に
設
置
し
た
１

０
０
周
年
記
念
ホ
ー
ル
は
、
大
き
な
広
間
に

な
っ
て
い
ま
す
。

本
学
で
は
、
部
活
動
が
盛
ん
な
た
め
、
新

７
号
館
建
設
に
あ
た
っ
て
は
、
体
育
館
増
設

の
要
望
が
強
く
あ
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
せ
っ
か
く
の
機
会
で
す
の
で
、

単
純
に
体
育
館
と
し
て
整
備
す
る
だ
け
で
は

な
く
、
グ
ル
ー
プ
学
習
や
イ
ベ
ン
ト
、
式
典

も
含
め
て
幅
広
い
用
途
に
使
え
る
空
間
と
し

て
整
備
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。
音
響
や
映

像
設
備
に
つ
い
て
は
最
新
の
も
の
を
導
入

し
、
見
や
す
い
、
聴
き
や
す
い
空
間
を
整
え

て
い
ま
す
。
入
学
式
等
で
は
、
別
会
場
の
中

継
映
像
を
投
影
す
る
サ
テ
ラ
イ
ト
会
場
と
し

て
利
用
し
て
い
ま
す
が
、
保
護
者
の
皆
様
か

ら
大
変
ご
好
評
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

―
―
教
育
面
で
感
じ
て
い
る
効
果
は
あ
り
ま

す
か
。

本
学
で
は
、「
確
か
な
学
力
」と
「
新
し
い

学
び
」
が
重
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

高
校
生
は
、
ど
う
し
て
も
受
験
に
目
が
行

き
が
ち
で
す
が
、
何
よ
り
も
今
し
か
な
い
高

校
生
活
を
楽
し
ん
で
ほ
し
い
と
い
う
思
い
が

あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
受
験
勉
強
だ
け
で

は
な
い
「
学
び
」
の
中
で
生
徒
た
ち
が
自
由

に
、
ワ
ク
ワ
ク
し
な
が
ら
成
長
し
て
い
っ
て

ほ
し
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

そ
ん
な
本
学
の
特
長
で
あ
る
、
自
由
で
、

「
新
し
い
学
び
」
を
具
現
化
し
て
い
く
た
め

の
空
間
と
し
て
、
新
７
号
館
は
非
常
に
有
効

に
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

本
校
が
実
践
し
て
い
る
ア
ン
ト
レ
プ
レ

ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
や
地
域
共
創
等
を
含
め
た

「
新
し
い
学
び
」の
授
業
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な

こ
と
を
発
表
し
た
り
、
探
求
し
た
り
し
て
い

く
中
で
、
生
徒
た
ち
の
力
が
自
然
に
培
わ
れ

て
い
る
こ
と
を
感
じ
て
い
ま
す
。

企
業
の
方
を
お
呼
び
し
て
実
施
し
て
い
る

特
別
授
業
等
で
も
、
生
徒
た
ち
が
気
負
う
こ

と
な
く
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、
楽

し
そ
う
な
様
子
が
う
か
が
え
ま
す
。

地
域
共
創
に
お
い
て
は
、
自
由
が
丘
の
街

や
、
目
黒
区
商
店
街
と
連
携
し
て
い
ま
す
。

商
店
街
の
皆
様
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
面
で
ご
協

力
を
い
た
だ
き
、
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参

加
や
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
施
等
、
生
徒
た
ち
の
提
案
で
多
種
多
様
な

取
り
組
み
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

生
徒
た
ち
も
自
由
が
丘
と
い
う
街
を
楽
し

ん
で
い
る
よ
う
で
、
地
域
と
と
も
に
成
長
し

て
い
る
と
感
じ
て
い
ま
す
。

―
―
新
７
号
館
は
地
域
の
避
難
所
と
し
て
の

役
割
も
期
待
さ
れ
て
い
る
そ
う
で
す
が
、

詳
し
く
教
え
て
く
だ
さ
い
。

本
学
で
は
、
以
前
か
ら
、
災
害
時
に
地
域

の
皆
様
の
避
難
所
と
し
て
利
用
で
き
る
よ

う
、
目
黒
区
と
協
定
を
結
ん
で
い
ま
し
た

が
、
今
回
の
新
７
号
館
建
設
に
あ
た
っ
て

は
、
避
難
所
と
し
て
の
機
能
を
充
実
さ
せ
る

と
い
う
こ
と
も
併
せ
て
実
施
し
ま
し
た
。

災
害
時
に
は
、
こ
の
新
７
号
館
を
避
難
所

と
し
て
利
用
し
て
い
た
だ
く
想
定
で
、
か
な

り
頑
丈
な
つ
く
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、

隣
接
す
る
新
し
い
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
に
は
、
道

路
か
ら
の
動
線
を
確
保
し
、
必
要
な
車
両
が

乗
り
入
れ
や
す
い
よ
う
に
し
ま
し
た
。

２
０
２
６
年
中
に
は
、
目
黒
区
の
主
導

で
、
敷
地
内
に
マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ
の
設
置

や
、
区
の
防
災
倉
庫
の
移
設
等
も
予
定
し
て

お
り
、
防
災
拠
点
と
し
て
、
さ
ら
に
機
能
が

強
化
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

既
存
の
校
舎
と
道
路
を
挟
ん
で
渡
り
廊
下

で
つ
な
が
る
こ
の
新
７
号
館
は
、
生
徒
の
空

間
と
も
区
分
し
や
す
い
構
造
と
な
っ
て
い
る

の
で
、
避
難
さ
れ
た
住
民
の
皆
様
に
と
っ
て

も
生
徒
に
と
っ
て
も
、
互
い
に
気
兼
ね
な
く

安
心
し
て
過
ご
せ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

―
―
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ

さ
い
。

今
後
は
、
１
０
０
周
年
に
向
け
て
、
既
存

の
校
舎
の
改
修
等
、
さ
ら
な
る
整
備
を
進
め

て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

生
徒
た
ち
は
も
ち
ろ
ん
で
す
が
、
教
職
員

に
も
、
こ
の
学
校
に
来
て
よ
か
っ
た
と
思
っ

て
も
ら
え
る
よ
う
な
、
そ
ん
な
空
間
づ
く
り

を
進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

―
―
事
業
団
融
資
を
利
用
さ
れ
た
理
由
を
お

聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

や
は
り
、
金
利
の
面
が
魅
力
的
で
し
た
。

さ
ま
ざ
ま
な
金
融
機
関
を
含
め
検
討
し
ま
し

た
が
、
最
終
的
に
事
業
団
の
融
資
を
利
用
す

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

提
出
書
類
等
の
案
内
な
ど
必
要
な
都
度
、

担
当
者
か
ら
連
絡
が
あ
り
、
安
心
感
を
も
っ

て
進
め
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

【
取
材
】
企
画
室

学園の表現の場として新たに誕生した
100周年記念ホール

新７号館に隣接する新しいテニスコート
災害時には住民の避難スペースにもなります
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共
済
業
務

令
和
８
年
度 

第
２
回
私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　
相
談
班

　
私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会（
以
下「
研

修
会
」
と
い
い
ま
す
）
は
、
事
務
担
当
者
に

私
学
共
済
制
度
を
理
解
し
て
い
た
だ
く
こ
と

を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
ぜ
ひ
お
申
し
込
み

く
だ
さ
い
。

◉
開
催
日
及
び
会
場
等 

　
１
月
13
日（
水
）〜
１
月
28
日（
木
）

　

全
国
の
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
で
20
回
（「
資

格
・
短
期
」
コ
ー
ス
10
回
、「
年
金
」
コ
ー�

ス
10
回
）
開
催
し
ま
す
。

　
詳
細
は
、
９
月
調
定
掛
金
等
納
付
通
知
書

（
10
月
13
日
発
送
）
に
同
封
す
る
「
研
修
会�

開
催
案
内
（
参
加
申
込
書
付
き
）」
又
は
私�

学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学
共
済
事
業
の

ご
案
内
▼
お
知
ら
せ
一
覧
▼
各
種
説
明
会
▼

共
済
事
業
本
部
主
催
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

開
催
案
内
は
私
学
共
済
ポ
ー
タ
ル
の
通
知

情
報
一
覧
か
ら
も
確
認
で
き
ま
す
。

◉
参
加
で
き
る
人

　
学
校
法
人
等
の
共
済
事
務
担
当
者

注注　
加
入
者
資
格
の
有
無
は
問
い
ま
せ
ん
。

◉
研
修
内
容

　
資
格
関
係
・
短
期
給
付
関
係
及
び
年
金
等

給
付
関
係
に
つ
い
て
、「
私
学
共
済
事
務
担

当
者
研
修
会
テ
キ
ス
ト
」
及
び
「
事
務
の
手

引
」
を
基
に
講
義
形
式
に
よ
り
基
礎
的
な
業

務
内
容
の
研
修
を
行
い
ま
す
。

◉
参
加
費

　
１
コ
ー
ス
に
つ
き
１
０
０
０
円

◉
研
修
時
間

　
９
時
30
分
～
16
時
30
分

◉
申
し
込
み
方
法
等

⑴
研
修
コ
ー
ス
の
確
認

　
「
資
格
・
短
期
」
コ
ー
ス
及
び
「
年
金
」�

コ
ー
ス
そ
れ
ぞ
れ
に
、
各
学
校
２
名
ま
で
申

し
込
み
可
能
で
す
。
た
だ
し
、
同
じ
人
が
同

一
コ
ー
ス
に
重
複
し
て
申
し
込
む
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。

⑵
申
し
込
み
方
法
及
び
期
限

　
開
催
案
内
の
「
令
和
８
年
度　
第
２
回
私

学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会
参
加
申
込
書
」�

を
、
11
月
10
日
（
火
）【
必
着
】
ま
で
に
、�

私
学
事
業
団
共
済
事
業
本
部
宛
て
に
郵
送
し

て
く
だ
さ
い
。

◉
通
知
方
法

　
参
加
の
可
否
は
、
12
月
中
旬
に
学
校
法
人

等
宛
て
に
書
面
で
通
知
し
ま
す
。

◉
注
意
事
項

・�

各
コ
ー
ス
の
定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
抽

選
と
な
り
ま
す
。

・�

応
募
者
が
著
し
く
少
な
い
コ
ー
ス
は
、
中

止
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
あ
ら
か

じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

短
時
間
労
働
加
入
者
に
か
か
る

資
格
要
件
の
特
例業

務
部　
資
格
課

最
低
賃
金
法
第
７
条
（
最
低
賃
金
の
減
額

特
例
）
の
適
用
を
受
け
る
短
時
間
労
働
者
の

う
ち
、
月
額
賃
金
が
８
万
８
０
０
０
円
未
満

の
人
（
特
定
減
額
特
例
対
象
者
と
い
い
ま

す
）
は
、
原
則
と
し
て
資
格
取
得
の
対
象
と

な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
新
た
に
特
例
規
定

が
設
け
ら
れ
、
対
象
者
が
私
学
事
業
団
へ
学

校
法
人
等
を
通
し
て
所
定
の
用
紙
で
申
し
出

る
こ
と
で
、
短
時
間
労
働
加
入
者
と
し
て
資

格
取
得
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

◉
実
施
日　
令
和
8
年
10
月
1
日
（
予
定
）

詳
細
は
、
通
知
文
や
私
学
共
済
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令
和
８
年
１０
月
開
始
の
保
険
料

調
整
制
度（
短
時
間
労
働
者
向
け
）

に
つ
い
て

業
務
部　
掛
金
課

10
月
１
日
時
点
で
は
、
新
た
な
任
意
特
定

学
校
法
人
等
（
労
使
の
合
意
を
得
て
短
時
間

労
働
者
を
私
学
共
済
制
度
に
適
用
さ
せ
る
、

通
常
加
入
者
が
50
人
以
下
の
学
校
法
人
等
）

が
対
象
で
す
。
利
用
は
、
対
象
と
な
っ
た
日

か
ら
２
年
以
内
に
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

手
続
き
方
法
は
省
令
の
制
定
後
に
通
知

文
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら

せ
し
ま
す
。【
本
誌
７
月
号
参
照
】

積
立
貯
金
の
利
率
を
引
き
上
げ
ま
す 

（
令
和
８
年
10
月
１
日
）

福
祉
部　
貯
金
・
貸
付
課

10
月
１
日
か
ら
貯
金
規
則
を
一
部
改
正

し
、
貯
金
利
率
を
０
・
５
％
（
半
年
複
利
）

に
引
き
上
げ
ま
す
。

他
の
金
融
商
品
と
比
べ
て
有
利
な
制
度
で

あ
る
積
立
貯
金
を
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

今
後
も
金
利
動
向
等
を
注
視
し
て
安
全
か

つ
有
利
に
管
理
・
運
用
し
、
貯
金
利
率
の
変

更
に
つ
い
て
は
柔
軟
に
対
応
し
て
い
き
ま
す
。

な
お
、
後
期
募
集
の
締
め
切
り
は
、
10
月

23
日（
金
）私
書
箱
必
着
で
す（
18
頁
参
照
）。

加
入
者
貸
付
の
利
率
を
引
き
上
げ
ま
す

（
令
和
８
年
11
月
か
ら
）

福
祉
部　
貯
金
・
貸
付
課

預
託
金
利
率
の
変
動
に
伴
い
、
11
月
１
日

か
ら
、
変
動
金
利
の
貸
付
け
（
一
般
、
教
育
、

結
婚
、
住
宅
、
医
療
・
介
護
）の
利
率
を
年
利

２
・
26
％
か
ら
２
・
76
％
に
引
き
上
げ
ま
す
。

11
月
定
期
償
還
か
ら
償
還
額
が
変
わ
る
た

め
、
借
受
人
が
所
属
す
る
学
校
法
人
等
に
は

９
月
中
旬
に
利
率
変
更
後
の
定
期
償
還
額
を

通
知
し
ま
す
。

た
だ
し
、
事
前
の
償
還
額
の
お
問
い
合
わ

せ
に
は
回
答
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
了
承
く
だ

さ
い
。
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私
学
事
業
団
で
は
、加
入
者
と
の
生
計
維
持

関
係
を
確
認
す
る
た
め
、
被
扶
養
者
の
再
審
査

と
加
入
者
資
格
等
の
検
認
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
令
和
８
年
度
は
、
東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
の
学

校
法
人
等
を
対
象
に
、
被
扶
養
者
の
再
審
査

と
加
入
者
資
格
等
の
検
認
を
実
施
し
ま
す
。

　
西
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
の
学
校
法
人
等
は
、
加

入
者
資
格
等
の
検
認
の
み
実
施
し
ま
す
。

再
審
査
と
検
認
を
実
施
し
ま
す

◉
実
施
日
程

通
知
文
・
回
答
書
等
の
発
送

　
　
９
月
11
日
（
金
）
～
15
日
（
火
）

回
答
書
・
結
果
報
告
書
の
提
出
締
め
切
り

　
11
月
６
日
（
金
）
必
着

再
審
査
結
果
通
知
の
発
送

　
９
年
２
月
５
日
（
金
）

◉
再
審
査
の
対
象
と
な
る
被
扶
養
者

　
７
年
12
月
31
日
以
前
に
認
定
さ
れ
て
い
る

被
扶
養
者
（
８
年
12
月
１
日
ま
で
に
75
歳
を

迎
え
る
被
扶
養
者
及
び
75
歳
を
迎
え
る
加
入

者
の
被
扶
養
者
を
除
き
ま
す
）
の
う
ち
、
次

の
①
②
の
い
ず
れ
か
（
又
は
両
方
）
に
該
当

す
る
被
扶
養
者

東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク

県
コ
ー
ド
01（
北
海
道
）～
15（
新
潟
）

◉
再
審
査
で
確
認
す
る
内
容

　
収
入
及
び
同
居
の
要
件
等
に
該
当
し
て
い

る
こ
と
を
確
認
し
ま
す
（
表
参
照
）。

　
そ
の
他
、
次
の
場
合
は
被
扶
養
者
の
取
り

消
し
が
必
要
と
な
る
た
め
、
併
せ
て
確
認
し

て
く
だ
さ
い
。

・�

就
職
し
て
社
会
保
険
に
加
入
し
た

◦�

結
婚
、
離
婚
、
離
縁
な
ど
親
族
関
係
が
変

更
に
な
っ
た

・�

加
入
者
よ
り
優
先
さ
れ
る
扶
養
義
務
者
が

社
会
保
険
に
加
入
し
た
、
加
入
者
の
収
入

を
上
回
っ
た

・�

国
内
居
住
要
件
を
満
た
さ
な
く
な
っ
た

◉�

再
審
査
回
答
書
の
提
出
方
法

　
学
校
法
人
等
か
ら
再
審
査
回
答
書
を
加
入

者
に
配
付
し
て
く
だ
さ
い
。
加
入
者
が
対
象

と
な
る
被
扶
養
者
の
現
況
を
確
認
し
て
回
答

書
に
記
入
し
た
も
の
を
学
校
法
人
等
が
取
り

ま
と
め
、
回
答
書
の
回
収
結
果
を
結
果
報
告

書
に
記
入
し
、
回
答
書
と
と
も
に
期
限
日
ま

で
に
本
事
業
団
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
回
答
書
を
提
出
す
る
際
に
、
表
に

記
載
し
た
確
認
書
類
を
添
付
す
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
本
事
業
団
が
必
要
と
認
め
た

場
合
は
、
確
認
書
類
を
追
加
で
提
出
し
て
い

た
だ
く
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
要
件
の
確

認
は
確
実
に
お
願
い
し
ま
す
。

　
回
答
書
の
提
出
が
な
い
場
合
は
、
被
扶
養

者
の
認
定
を
継
続
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た

め
、
本
事
業
団
に
お
い
て
被
扶
養
者
の
認
定

を
取
り
消
し
ま
す
。

　
回
答
書
の
回
収
漏
れ
や
提
出
忘
れ
の
な
い

よ
う
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

◉
被
扶
養
者
の
要
件
を
欠
い
た
と
き

　

被
扶
養
者
と
し
て
の
要
件
を
欠
い
て
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
と
き
は
、回
答
書
に
そ
の
旨

を
記
入
す
る
と
と
も
に
、必
ず「
被
扶
養
者
取

消
申
請
書
DL
ｅ
」も
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　
再
審
査
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
よ

く
あ
る
質
問
（
Ｑ
＆
Ａ
）
▼
被
扶
養
者
再
審

査
に
か
か
る
Ｑ
＆
Ａ
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◉
加
入
者
資
格
等
の
検
認

　
加
入
者
及
び
再
審
査
の
対
象
と
な
ら
な
い

被
扶
養
者
は
、
加
入
者
資
格
等
の
検
認
を

行
っ
て
く
だ
さ
い
。本
事
業
団
か
ら
送
付
す
る

再
審
査
・
検
認
該
当
者
一
覧
の
記
載
内
容
を

学
校
法
人
等
が
確
認
す
る
か
、
送
付
す
る
検

認
表
を
加
入
者
に
配
付
し
、
内
容
を
確
認
し

た
の
ち
、
再
審
査
の
結
果
と
併
せ
て
結
果
報

告
書
に
記
載
し
、
本
事
業
団
に
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。
な
お
、
検
認
表
は
提
出
不
要
で
す
。

　
記
載
内
容
に
訂
正
等
が
あ
る
場
合
は
、
所

定
の
報
告
書
等
に
よ
り
手
続
き
が
必
要
で
す
。

検
認
を
実
施
し
ま
す

◉
実
施
日
程

通
知
文
・
検
認
表
等
の
発
送

　
９
月
16
日
（
水
）
～
18
日
（
金
）

結
果
報
告
書
の
提
出
締
め
切
り

　
11
月
６
日
（
金
）
必
着

　
検
認
方
法
は
、
前
記
の
東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク

「
加
入
者
資
格
等
の
検
認
」
と
同
様
で
す
。

西
日
本
ブ
ロ
ッ
ク

県
コ
ー
ド
16（
富
山
）～
47（
沖
縄
）

①�

平
成
20
年
４
月
１
日
以
前
生
ま
れ
の
被
扶

養
者

②�

同
居
が
認
定
の
要
件
に
な
っ
て
い
る
被
扶

養
者

被
扶
養
者
の
再
審
査
と

加
入
者
資
格
等
の
検
認
を
実
施
し
ま
す

業
務
部　
資
格
課

表　被扶養者の収入要件・同居要件
対象となる被扶養者 認定要件 確認書類

収
入
要
件

・60歳未満の人 ◎年収130万円未満
　（月額108,334円未満） 所得証明書

収入見込証明書等・�配偶者を除く19歳以上23歳未満の人�
（当年12月31日時点の年齢）

◎年収150万円未満
　（月額125,000円未満）

・�60歳未満で障害を事由とした年金
を受給している人
・60歳以上の人

◎年収180万円未満
　（月額15万円未満）

所得証明書
年金改定通知書等

同
居
要
件

・�３親等の血族�
（ひ孫、おじ・おば、甥

おい
・姪
めい
等）

・�姻族�
（配偶者の父母や兄弟、子の配偶者等）

◎同居
→別居した時点で
　被扶養者を取り消し

住民票等

DLマークが付いている用紙は、私学共済ホームページ〔様式用紙等ダウンロード〕からダウンロードできます。
ｅマークが付いている用紙は、e-Gov電子申請が可能です。
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「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
DL
ｅ
」（
以
下「
基

礎
届
書
」
と
い
い
ま
す
。
電
子
申
請
や
電
子

媒
体
に
よ
る
報
告
も
含
み
ま
す
）
に
よ
る
定

時
決
定
に
か
か
る
標
準
報
酬
月
額
に
つ
い

て
、「
確
認
通
知
書
（
２
）」
を
9
月
7
日
か

ら
順
次
発
送
し
ま
す
。
電
子
で
の
受
け
取
り

を
希
望
し
た
学
校
等
へ
は
９
月
５
日
頃
に

デ
ー
タ
を
送
信
し
ま
す
。

　
学
校
法
人
等
用
と
加
入
者
用
の
２
種
類
あ

り
ま
す
の
で
、
加
入
者
用
は
、
必
ず
加
入
者

に
配
付
し
て
く
だ
さ
い
。

「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の
異
動
内
容

◉
定
時
決
定

・�

「
基
礎
届
書
」の
報
告
に
基
づ
き
、４・５・

６
月
の
報
酬
の
平
均
額
で
標
準
報
酬
月
額

を
決
定

・�

た
だ
し
、４
・
５
・
６
月
の
３
か
月
と
も�

無
給
又
は
休
職
給
が
支
払
わ
れ
て
い
る
、

も
し
く
は
支
払
基
礎
日
数
が
17
日
未
満

（
短
時
間
労
働
加
入
者
は
11
日
未
満
）
で

あ
っ
た
加
入
者
は
、
現
在
確
認
さ
れ
て
い

る
標
準
報
酬
月
額
と
同
額
で
決
定

◉
定
時
決
定
（
年
平
均
額
）

・�「
基
礎
届
書
」、「
保
険
者
決
定（
年
間
報
酬

額
の
平
均
額
に
よ
り
算
定
）の
申
立
書
DL
」

及
び「
標
準
報
酬
基
礎
届
・
保
険
者
決
定

申
立
に
係
る
例
年
の
状
況
、
標
準
報
酬
月

額
の
比
較
及
び
加
入
者
の
同
意
書
DL
」
に

基
づ
き
、
年
平
均
額
で
標
準
報
酬
月
額
を

決
定

◉
定
時
決
定
不
要
者

・�

８
年
６
月
１
日
か
ら
８
月
31
日
ま
で
に
資

格
取
得（
所
属
学
校
等
変
更
は
除
き
ま
す
）

し
た
加
入
者
は
、
資
格
取
得
時
の
報
酬
月

額
で
標
準
報
酬
月
額
を
決
定

・�
８
年
７
月
又
は
８
月
に
標
準
報
酬
月
額
を

改
定
し
た
加
入
者
は
、
改
定
後
の
報
酬
月

額
で
標
準
報
酬
月
額
を
決
定

◉
定
時
決
定
（
保
険
者
決
定
）

・�「
基
礎
届
書
」
が
未
提
出
な
ど
の
場
合
は
、

や
む
を
得
ず
私
学
事
業
団
が
現
に
確
認
し

て
い
る
直
近
の
標
準
報
酬
月
額
で
決
定

定
時
決
定
に
か
か
る
訂
正
等

◉
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額
の
訂
正

　
「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の
内
容
に
誤
り
が

あ
る
場
合
は
「
報
酬
月
額
訂
正
申
出
書
DL
」

を
、
異
動
内
容
が
「
定
時
決
定
（
保
険
者
決

定
）」
と
な
っ
て
い
る
場
合
は
、「
基
礎
届
書
」

を
至
急
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◉
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額
の
有
効
期
間

　
大
幅
な
報
酬
の
増
減
が
な
い
限
り
８
年
９

月
か
ら
９
年
８
月
ま
で
適
用
し
、
毎
月
の
掛

金
等
や
給
付
金
等
の
算
定
基
礎
と
な
り
ま
す
。

◉
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
該
当
す
る
人

　
75
歳
以
上
（
70
歳
以
上
で
障
害
認
定
さ
れ

た
人
も
含
み
ま
す
）
の
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
該
当
す
る
人
は
、「
確
認
通
知
書
（
２
）」

に
年
金
等
給
付
の
支
給
停
止
額
の
計
算
基
礎

と
な
る
等
級
と
標
準
報
酬
月
額
を
表
示
し
て

い
ま
す
が
、
掛
金
の
徴
収
は
あ
り
ま
せ
ん
。

◉「
資
格
喪
失
報
告
書
DL
ｅ
」
の
提
出

　
す
で
に
退
職
し
て
い
る
加
入
者
の
氏
名
が

「
確
認
通
知
書（
２
）」
に
記
載
さ
れ
て
い
る

場
合
は
、「
資
格
喪
失
報
告
書
DL
ｅ
」
を
提

出
し
て
い
る
か
確
認
し
、
未
提
出
で
あ
れ
ば

至
急
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◉
学
校
法
人
等
用
の
異
動
内
容
欄
に 

 

「
＊
＊
＊
」
印
の
あ
る
人

　
「
基
礎
届
書
」で
届
け
出
た
報
酬（
平
均
額
）

が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
報
酬
月
額

に
比
べ
て
２
等
級
以
上
の
差
が
あ
る
加
入
者

に
つ
い
て
は
、
学
校
法
人
等
用
の
異
動
内
容

欄
に
「
＊
＊
＊
」
印
が
表
示
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
表
示
の
あ
る
人
が
次
の
①
②
に
該
当 

す
る
場
合
は
、「
標
準
報
酬
月
額
改
定
届
書
DL

ｅ
」を
至
急
提
出
し
て
く
だ
さ
い
（
詳
細
は

「
事
務
の
手
引 

令
和
８
年
版
」
84
頁
及
び
本

誌
６
月
号
９
頁
参
照
）。

注注�　
「
＊
＊
＊
」
印
が
あ
っ
て
も
、
非
固
定�

的
給
与
（
残
業
手
当
、
宿
日
直
手
当
等
）�

の
増
減
に
よ
る
変
動
だ
け
で
、
固
定
的
給

与（
基
本
給
、
扶
養
手
当
、
通
勤
手
当
等
）

が
変
動
し
な
い
と
き
は
、「
標
準
報
酬
月

額
改
定
届
書
DL
ｅ
」の
提
出
は
不
要
で
す
。

①
昇
給
等
に
よ
る
固
定
的
給
与
の
変
動

〔
事�

例
〕
４
月
に
昇
給
し
て
固
定
的
給
与
が

変
動
し
、
４
・
５
・
６
月
の
報
酬
の
平

均
額
が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準

報
酬
月
額
に
比
べ
２
等
級
以
上
増
額
に

な
っ
た
場
合

〔
届�

け
出
方
法
〕
算
定
基
礎
月
を
４
・
５
・

６
月
と
し
、
７
月
改
定
と
し
て
届
け
出

て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
基
本
給
が
変
動

せ
ず
、
扶
養
手
当
や
通
勤
手
当
だ
け
が

変
動
し
た
場
合
も
、
固
定
的
給
与
の
変

動
に
あ
た
り
ま
す
。

②
遡
っ
て
ベ
ー
ス
改
定（
差
額
支
給
）を
実
施

〔
事�

例
〕
４
月
に
遡
っ
た
ベ
ー
ス
改
定
を
５

月
に
実
施
し
差
額
を
支
給
し
た
場
合
で
、

改
定
後
の
額
で
５
・
６
・
７
月
の
報
酬

の
平
均
額
が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る

標
準
報
酬
月
額
に
比
べ
２
等
級
以
上
増

額
に
な
っ
た
場
合

〔
届�

け
出
方
法
〕差
額
支
給
し
た
月（
新
ベ
ー

ス
で
報
酬
を
支
給
し
た
月
）
が
変
動
月

（
算
定
基
礎
月
の
初
月
）
と
な
り
ま
す
。

算
定
基
礎
月
の
５
・
６
・
７
月
に
は
、

改
定
後
の
報
酬
額
を
記
入
し
て
届
け
出

て
く
だ
さ
い
。
８
月
改
定
と
な
り
ま
す
。

◉�

７
月
以
降
に
、ベ
ー
ス
改
定（
差
額
支
給
）

を
実
施
し
た
と
き

　

変
動
月
が
７
月
以
降
の
と
き
は
、「
基
礎

届
書
」
の
訂
正
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
変
動

月
か
ら
３
か
月
の
報
酬
の
平
均
額
が
定
時
決

定
（
ベ
ー
ス
改
定
前
の
額
で
決
定
）
で
確
認

さ
れ
た
標
準
報
酬
月
額
と
比
べ
て
２
等
級
以

上
の
増
減
が
あ
る
場
合
は
「
標
準
報
酬
月
額

改
定
届
書
DL
ｅ
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

定
時
決
定
に
か
か
る
確
認
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

 　
令
和
８
年
９
月
７
日
～
９
日
発
送

�

業
務
部　
資
格
課
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　　　�　�離婚をしたため、配偶者の被扶養者となっていた子どもを私の被扶養者に切り替えられますか。
また、必要な添付書類は何ですか。なお、子どもの親権者は私です。Q3

　　　�　�配偶者が退職したため、配偶者の被扶養者となっていた大学生の子どもを私の被扶養者に切り替
えられますか。また、必要な添付書類は何ですか。子どもは21歳で、アルバイトをしています。Q4
�配偶者の退職によって扶養替えをする場合は、配偶者の退職を証明する書類により扶養替えができ
ます。ただし、子どもは18歳以上で収入があるので、収入を確認する書類が必要です。A4

子どもが18歳未満かつ単独親権の場合は、親権を持つ親に扶養の優先権があるとみなすため扶養替え
ができます。また、子どもが18歳未満で共同親権の場合は、共同親権者の同意書（任意の書式）が必
要です。なお、子どもが18歳以上の場合は親権の設定はないため、実際の生計維持関係で判断します。

A3
子どもの年齢 添付書類 内　容 省略の可否

18歳未満

①�子どもの戸籍謄本
又は抄本

続柄及び生年月日、親権者の氏名及び親権を得た日を確認しま
す（住民票は不可）。

省略可（★）

②�加入者の戸籍謄本
又は抄本

子どもが18歳未満で扶養手当が支給されない場合、加入者の離
婚日を確認します。

18歳以上

①�子どもの戸籍謄本
又は抄本

続柄及び生年月日を確認します。
注注　�加入者が世帯主の場合は、続柄が記
載されている住民票でも可。ただし、
マイナンバーの記載のないもの

�子どもと加入者が同
じ戸籍の場合は、加
入者の戸籍謄本のみ
で可

住民票で代用可かつ省略
可（★）

②�加入者の戸籍謄本
又は抄本

子どもが18歳以上の場合は親権を決める
必要がないので、加入者の戸籍謄本又は
抄本で離婚日を確認します。

③子どもの収入を確認する書類
・�無収入の学生の場合→在学証明書（ただし、22歳以上の者、大学院生、夜間部、通
信教育課程の場合は不可）又は過去３年間無収入の場合は所得証明書（非課税証明書）
・アルバイト等の収入がある場合→アルバイト先等が証明する年収見込証明書

省略不可
ただし、所得証明書（非
課税証明書）は省略可
（★）

添付書類 内　容 省略の可否

①子どもの戸籍謄本又は抄本
続柄及び生年月日を確認します。
注注　�加入者が世帯主の場合は、続柄が記載されている住民票で
も可。ただし、マイナンバーの記載のないもの

住民票で代用可かつ省略
可（★）

②�子どものアルバイト先が証明する
年収見込証明書

アルバイト収入があるので、在学証明書は不可。アルバイト先
が証明する年収見込証明書で150万円未満であることを確認し
ます。

省略不可

③�配偶者の退職証明書（原本）又は
離職票の写し

配偶者の退職年月日を確認します。 省略不可

注注	 子どもの収入を確認する書類については、「事務の手引　令和８年版」130頁「被扶養者認定にかかる生
計維持関係の添付書類（一般例）」を参照してください。

	 なお、被扶養者の基本的な事項は「事務の手引　令和８年版」110頁又は私学共済ホームぺージを参照し
てください。

ここに掲載した添付書類で確認できない事項がある場合、追加で書類の提出を求めることがあります。

★…�加入者と同居しており、認定対象者のマイナンバーにより、他機関との情報連携にて必要な情報が確認でき
る場合は、添付書類の一部が省略できます。

 【省略できる添付書類】
　・住民票　注注…加入者が世帯主の場合に限る　
　・所得証明書（非課税証明書） 注注…過去３年間無収入の場合に限る
　・雇用保険の離職票
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　　　�　�昇任して収入が増えたので、配偶者の被扶養者になっている子ども（18歳未満）を私の被扶養者
に切り替えられますか。また、必要な添付書類は何ですか。Q2

　　　�　�子どもが生まれたので私の被扶養者として認定申請ができますか。また、必要な添付書類は何で
すか。なお、配偶者は会社員で被用者保険に加入しています。Q1

　被扶養者の認定申請は、新たに加入者となる人に被扶養者の要件を備える人がいるとき、又は新たに被扶養者
の要件を備える人ができたときから５日以内に私学事業団に申請してください。なお５日を過ぎた場合でも30日
以内に届け出があれば、事由発生日が認定年月日となります。ただし、30日以内に提出がないときは、その届け
出を私学事業団で受理した日（又は発信日）が認定年月日となります。

添付書類 内　容 省略の可否

①子どもの戸籍謄本又は抄本
続柄及び生年月日を確認します。
注注　�加入者が世帯主の場合は、続柄が記載されている住民票で
も可。ただし、マイナンバーの記載のないもの

住民票で代用可かつ省略
可（★）

②�加入者と配偶者の前年の源泉徴収
票又は年収見込証明書

加入者と配偶者の収入を比較する書類です。ただし、扶養手当
が支給される場合は不要です（Ｑ１ポイント１参照）。
注注　�被扶養者認定申請書の「加入者の年間収入」欄に、学校法
人等で加入者の年収見込額を記入する場合は、加入者分の
源泉徴収票等は不要です。

省略不可
ただし、扶養手当が支給
される場合は不要です
（Ｑ１ポイント１参照）。

�加入者の収入が増加し配偶者の収入より多くなった場合、配偶者の健康保険の被扶養者になってい
た子どもは、加入者の被扶養者に扶養替えすることができます。A2

添付書類 内　容 省略の可否

①子どもの戸籍謄本又は抄本
続柄及び生年月日を確認します。
注注　�加入者が世帯主の場合は、続柄が記載されている住民票で
も可。ただし、マイナンバーの記載のないもの

住民票で代用可かつ省略
可（★）

②�加入者と配偶者の前年の源泉徴収
票又は年収見込証明書

加入者と配偶者の収入を比較する書類です。ただし、扶養手当
が支給される場合は不要です（Ｑ１ポイント１参照）。
注注　�被扶養者認定申請書の「加入者の年間収入」欄に、学校法
人等で加入者の年収見込額を記入する場合は、加入者分の
源泉徴収票等は不要です。

省略不可
ただし、扶養手当が支給
される場合は不要です
（Ｑ１ポイント１参照）。

�加入者と配偶者の年間収入を比較して加入者の方が多い、又は同程度（差額が１割以内の範囲）で
あれば、認定できます。A1

１　�加入者の勤務先から子どもにかかる扶養手当が支給される場合は、収入比較は必要ありません。②の書類
は添付不要です。被扶養者認定申請書の「扶養手当」の有無及び金額を必ず記入してください。

２　�配偶者が前年の途中で就職や転職している場合など、源泉徴収票や所得証明書等で確認できる収入額が変
動している場合は、認定日以降の収入を確認するため、現在の勤務先が証明する年収見込証明書を提出し
てください。なお、育児休業等により休業し報酬が減額又は無給となっていても、休業しなかったとした
ら得られる報酬で収入を比較しますので、休業しなかったと仮定した状態の年収見込証明書が必要です。

３　�戸籍謄本等に代えて市区町村が発行する出生届受理証明書（原本）を添付することができます。なお、母
子手帳の写しでは代用できません。

ポイント

１　�子どもが18歳以上の場合は、子どもの収入を確認する書類も必要です（Ａ３の「子どもの年齢が18歳以上」
及び12頁注注参照）。

２　�収入逆転による扶養替えでは、原則、認定年月日は私学事業団で申請を受理した日（又は発信日）となります。
私学事業団で認定を受けてから、速やかに配偶者の健康保険に被扶養者の取り消しを申請してください。

ポイント

被扶養者認定申請事例（子どもの認定）
業務部　資格課
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年
金
積
立
金
の
区
分

　
年
金
積
立
金
は
、
図
の
と
お
り
、
厚
生
年

金
等
２
階
部
分
の
給
付
の
支
払
い
に
充
て
る

た
め
の
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
・
共
済

年
金
の
旧
職
域
部
分
相
当
給
付
（
旧
３
階
年

金
）
等
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
経
過
的

長
期
給
付
積
立
金
・
退
職
等
年
金
給
付
（
新

３
階
年
金
）
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
退

職
等
年
金
給
付
積
立
金
に
区
分
し
、
そ
れ
ぞ

れ
の
区
分
に
応
じ
て
運
用
し
て
い
ま
す
。

資
産
運
用
部

令
和
７
年
度　
年
金
積
立
金
の
運
用
状
況

管
理
運
用
の
方
針

　
年
金
積
立
金
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
積
立
金
ご

と
に
適
切
に
管
理
運
用
を
行
う
た
め
、
基
本

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
含
む
「
管
理
運
用
の
方

針
」
を
定
め
て
い
ま
す
。

◉
管
理
運
用
の
目
的

　
加
入
者（
被
保
険
者
）の
利
益
の
た
め
、
長

期
的
な
観
点
か
ら
、
安
全
か
つ
効
率
的
に
管

理
運
用
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

◉
運
用
の
目
標

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

　
厚
生
年
金
の
給
付
に
必
要
な
資
金
を
確
保

し
つ
つ
、
長
期
的
に
目
標
と
す
る
実
質
的
な

運
用
利
回
り
（
運
用
利
回
り
か
ら
名
目
賃
金

上
昇
率
を
差
し
引
い
た
も
の
）
を
最
低
限
の

リ
ス
ク
で
確
保
す
る
こ
と
で
す
。

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

　
旧
職
域
部
分
等
の
給
付
に
必
要
な
資
金
を

確
保
し
つ
つ
、
長
期
的
に
目
標
と
す
る
実
質

的
な
運
用
利
回
り
を
最
低
限
の
リ
ス
ク
で
確

保
す
る
こ
と
に
加
え
、
厚
生
年
金
保
険
料
や

退
職
等
年
金
給
付
掛
金
の
軽
減
に
寄
与
す
る

こ
と
で
す
。

退
職
等
年
金
給
付
積
立
金

　
制
度
上
設
定
さ
れ
る
基
準
利
率
以
上
の
運

用
利
回
り
を
確
保
す
る
こ
と
で
す
。

◉
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に
よ
る
投
資

　
積
立
金
ご
と
に
運
用
の
目
標
は
異
な
る
こ

と
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
長
期
的
観
点
で
最
適
な

資
産
配
分
と
考
え
る
「
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
特
に
、
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
と
経

過
的
長
期
給
付
積
立
金
に
つ
い
て
は
、
リ
ス

ク
・
リ
タ
ー
ン
等
の
特
性
が
異
な
る
複
数
の

資
産
へ
の
分
散
投
資
を
基
本
と
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
は
適
宜
検

証
を
行
っ
て
お
り
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
す

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

◉
資
産
運
用
検
討
委
員
会

　
私
学
関
係
者
と
資
産
運
用
関
係
の
有
識
者

で
構
成
さ
れ
、
年
金
積
立
金
の
運
用
に
関
す

る
管
理
運
用
の
方
針
の
策
定
及
び
変
更
、
基

本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
検
証
、
管
理
運
用
状

況
の
評
価
及
び
公
表
に
関
し
て
意
見
を
聞
く

た
め
に
、
定
期
的
に
開
催
し
て
い
ま
す
。

市
場
環
境
（
表
１
）

年
度
初
め
は
、
米
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
に
よ

る
輸
入
関
税
率
の
大
幅
引
き
上
げ
表
明
を
受

け
、
内
外
の
株
式
市
場
が
急
落
し
、
リ
ス
ク

回
避
姿
勢
が
強
ま
り
ま
し
た
。
そ
の
後
、
一

部
の
国
に
対
す
る
関
税
率
引
き
下
げ
を
背
景

に
市
場
心
理
は
徐
々
に
改
善
し
、
夏
場
に
か

け
て
株
価
は
年
度
初
め
の
水
準
を
回
復
し
ま

し
た
。
さ
ら
に
、
Ａ
Ｉ
や
半
導
体
関
連
企
業

の
業
績
拡
大
期
待
が
相
場
を
押
し
上
げ
、
内

外
株
は
高
値
更
新
の
展
開
と
な
り
ま
し
た
。

国
内
で
は
10
月
下
旬
に
高
市
内
閣
が
発
足

し
、
年
末
の
大
型
補
正
予
算
編
成
を
経
て
、

１
月
下
旬
に
衆
議
院
が
解
散
さ
れ
、
２
月
の

総
選
挙
で
自
民
党
が
３
０
０
議
席
超
を
獲
得

し
ま
し
た
。
積
極
財
政
を
掲
げ
る
政
権
へ
の

期
待
か
ら
株
価
は
一
段
高
と
な
り
ま
し
た

が
、
２
月
末
の
米
国
と
イ
ス
ラ
エ
ル
に
よ
る

イ
ラ
ン
攻
撃
を
受
け
、
世
界
の
株
式
市
場
は

再
び
調
整
局
面
に
入
り
、
そ
の
ま
ま
年
度
末

を
迎
え
ま
し
た
。

図　年金積立金のイメージ

表１　市場環境（令和7年度の主要指標）

指　　標 令和6年度末 令和7年9月末 令和7年度末 前年度末
対比 傾向

株式
日経平均（円） 35,617.56 44,932.63 51,063.72 15,446.16 上昇

NYダウ（ドル） 42,001.76 46,397.89 46,341.51 4,339.75 上昇

金利
日本国債10年（％） 1.49 1.65 2.35 0.86 上昇

米国債10年（％） 4.21 4.15 4.32 0.11 上昇

為替
ドル/円（円） 149.96 147.90 158.72 8.76 円安

ユーロ/円（円） 162.21 173.53 183.38 21.17 円安

３階
経過的長期給付積立金 退職等年金給付積立金

共済年金の旧職域部分等
の支払いに充てる

退職等年金給付（新３階
年金）の支払いに充てる

２階
厚生年金保険給付積立金

厚生年金等、２階部分の給付の支払いに充てる
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共
済
業
務

国
内
金
利
は
当
初
、
景
気
減
速
懸
念
か
ら

低
下
し
ま
し
た
が
、
そ
の
後
は
国
債
増
発
へ

の
警
戒
や
高
市
政
権
に
よ
る
積
極
財
政
路
線

を
背
景
に
上
昇
し
、
原
油
高
に
伴
う
イ
ン
フ

レ
懸
念
も
加
わ
っ
て
上
昇
圧
力
が
強
ま
り
ま

し
た
。

為
替
市
場
で
は
、
米
ド
ル
／
円
が
一
時
１

３
９
円
台
ま
で
円
高
が
進
ん
だ
後
、
財
政
拡

大
懸
念
や
有
事
の
ド
ル
買
い
か
ら
円
安
に
転

じ
、
年
度
末
に
は
１
６
０
円
近
辺
ま
で
円
安

が
進
み
ま
し
た
。

運
用
状
況

◉
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残

高
（
時
価
）
は
、
４
兆
９
４
４
９
億
円
と
な

り
、
７
年
度
の
運
用
利
回
り
は
、
プ
ラ
ス

17
・
18
％
で
し
た
（
表
２
）。

国
内
債
券
の
運
用
利
回
り
は
マ
イ
ナ
ス
で

し
た
が
国
内
株
式
、
外
国
債
券
、
外
国
株
式

は
い
ず
れ
も
プ
ラ
ス
と
な
り
ま
し
た
。
中
で

も
国
内
株
式
に
つ
い
て
は
他
の
資
産
を
上
回

る
大
き
な
プ
ラ
ス
と
な
り
全
体
の
利
回
り
に

大
き
く
寄
与
し
ま
し
た
。

◉
経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残
高

（
時
価
）
は
、
２
兆
２
１
５
３
億
円
と
な
り
、

７
年
度
の
運
用
利
回
り
は
、
プ
ラ
ス
６
・

23
％
で
し
た
（
表
３
）。

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
に
つ
い
て
は
、

保
有
割
合
の
高
い
国
内
債
券
の
運
用
利
回
り

は
マ
イ
ナ
ス
で
し
た
が
、
厚
生
年
金
保
険
給

付
積
立
金
と
同
様
で
国
内
株
式
、
外
国
債

券
、外
国
株
式
は
い
ず
れ
も
プ
ラ
ス
と
な
り
、

全
体
の
利
回
り
も
プ
ラ
ス
と
な
り
ま
し
た
。

積
立
金
の
負
債
対
応
部
分
と
剰
余
部
分

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
に
は
、
共
済
年

金
の
旧
職
域
年
金
の
支
払
い
に
必
要
な
額

（
負
債
対
応
部
分
）
を
超
え
る
額
（
剰
余
部

分
）
が
存
在
し
ま
す
。

こ
の
剰
余
部
分
は
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
の
対
象
と
せ
ず
、
そ
の
全
額
を
国
内
債
券

等
の
安
全
資
産
で
運
用
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

な
お
、
こ
の
剰
余
部
分
を
財
源
と
し
て
厚

生
年
金
保
険
料
や
退
職
等
年
金
給
付
掛
金
の

軽
減
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

◉
退
職
等
年
金
給
付
積
立
金

退
職
等
年
金
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残
高

（
簿
価
）は
、
５
０
７
７
億
円
と
な
り
、
７
年

度
の
運
用
利
回
り
は
、１・02
％
で
し
た（
表

４
）。退

職
等
年
金
給
付
制
度
の
基
準
利
率
は
、

７
年
10
月
か
ら
８
年
９
月
ま
で
０
・
42
％
に

設
定
し
て
お
り
、
基
準
利
率
を
上
回
る
運
用

利
回
り
が
確
保
で
き
て
い
ま
す
。

　　
詳
細
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私

学
共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
情
報
公
開
▼
年
金

資
産
の
運
用
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

表４　退職等年金給付積立金の運用状況

区　分
基本ポートフォリオ 簿　価

（億円）
簿価構成
割　合 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 100% －10% 5,039 99.2% 1.02%

国内株式 0% +10% 0 0.0% 0.00%

短期資産 － － 39 0.8% 0.33%

合　計 100% － 5,077 100.0% 1.02%
注注1　�国内債券には、短期資産を含みます。また、　四捨五入の関係で、合計と一致しない

場合があります。
注注2　運用利回りは、実現収益率です。
注注3　国内債券の許容乖離幅は、短期資産との合算で管理しています。

表２　厚生年金保険給付積立金の運用状況

区　分 基本ポートフォリオ 簿　価
（億円）

時　価
（億円）

評価損益
（億円）

時価構成
割　合 乖離幅 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 25% ±10% 13,418 12,624 △ 794 25.5% 0.5% △3.75%

国内株式 25% ±6% 7,522 12,541 5,019 25.4% 0.4% 35.01%

外国債券 25% ±5% 10,646 12,013 1,367 24.3% △0.7% 12.18%

外国株式 25% ±6% 5,681 12,270 6,590 24.8% △0.2% 25.63%

合　計 100% － 37,267 49,449 12,182 100.0% － 17.18%
注注1　国内債券には、貸付金と短期資産を含みます。また、四捨五入の関係で、合計と一致しない場合があります。
注注2　運用利回りは、時価を反映した修正総合収益率です。

表３　経過的長期給付積立金の運用状況

区　分 基本ポートフォリオ 簿　価
（億円）

時　価
（億円）

評価損益
（億円）

時価構成
割　合 乖離幅 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 － － 15,463　 14,260　   △ 1,202　 64.4%　 － △3.34%　 
25% ±6% （2,876） （2,672） （△204） （25.3%） （0.3%）（△0.89%）

国内株式 － － 1,641　   2,616　   975　 11.8%　 － 35.64%　 
25% ±6% （1,641） （2,616） （975） （24.8%）（△0.2%） （35.64%）

外国債券 － － 2,366　   2,693　   327　 12.2%　 － 13.95%　 
25% ±5% （2,366） （2,693） （327） （25.5%） （0.5%） （13.95%）

外国株式 － － 1,409　   2,584　   1,174　   11.7%　 － 26.23%　 
25% ±6% （1,409） （2,584） （1,174） （24.5%）（△0.5%） （26.23%）

合　計 － － 20,879　 22,153　   1,274　 100.0%　 － 6.23%　 
100% － （8,293）（10,565） （2,272）（100.0%） － （18.23%）

注注1　国内債券には、短期資産を含みます。また、　四捨五入の関係で、合計と一致しない場合があります。
注注2　運用利回りは、時価を反映した修正総合収益率です。
注注3　上段は剰余部分を含む積立金全体を表し、（　）内については、基本ポートフォリオの対象である負債対応分を表しています。
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福
祉
部　
貯
金
・
貸
付
課

共
済
定
期
保
険
後
期
募
集
に
か
か

る
学
校
加
入
コ
ー
ス
の
ご
案
内

　
学
校
法
人
等
の
福
利
厚
生
制
度
と
し
て

ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い

◉
学
校
加
入
コ
ー
ス
と
は

　
学
校
加
入
コ
ー
ス
は
、
学
校
法
人
等
に
所

属
す
る
加
入
者
が
、
業
務
中
、
業
務
外
を
問

わ
ず
病
気
や
不
慮
の
事
故
に
よ
る
死
亡
又
は

高
度
障
害
と
な
っ
た
場
合
に
備
え
、
保
障
す

る
制
度
で
す
。

　
学
校
法
人
等
が
保
険
料
を
負
担
し
、
加
入

者
の
弔
慰
金
・
死
亡
退
職
金
等
と
し
て
保
険

金
が
遺
族
に
支
払
わ
れ
ま
す
。

◉
保
険
料

・
原
則
、全
額
損
金
と
し
て
処
理
で
き
ま
す
。

・�

収
支
決
算
を
１
年
ご
と
に
行
い
、
剰
余
金

が
生
じ
た
場
合
は
、
配
当
金
を
登
録
口
座

へ
振
り
込
み
ま
す
。

　
（
参
考
）令
和
７
年
度
配
当
率
約
38
・
07
％

◉
保
障
額

・�

10
万
円
か
ら
３
０
０
万
円
ま
で
の
10
種
類

の
中
か
ら
選
択
で
き
ま
す
。

◉
加
入
申
込
審
査

　
医
師
等
に
よ
る
審
査
は
な
く
、
加
入
資
格

（
告
知
内
容
）
に
該
当
す
れ
ば
申
し
込
み
が

で
き
、
申
し
出
の
な
い
限
り
自
動
更
新
と
な

り
ま
す
。

◉
加
入
申
込
期
間
（
９
年
４
月
１
日
加
入
）

　
８
年
11
月
２
日
（
月
）
～
30
日
（
月
）

注注�　
詳
細
は
、
10
月
下
旬
に
送
付
す
る
後
期

募
集
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
宿
泊
所
・
保
養
所
の
12
月
31
日
及
び
１
月

の
宿
泊
は
、
10
月
１
日
（
木
）
か
ら
予
約
受

付
を
開
始
し
ま
す
。

　
申
し
込
み
の
電
話
が
集
中
す
る
た
め
、
一

時
的
に
つ
な
が
り
に
く
く
な
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

・�

子
ど
も
料
金
の
対
象
は
、
３
歳
以
上
小
学

生
以
下
で
す
。

・�

宿
泊
予
約
は
、
電
話
で
各
宿
泊
所
・
保
養

所
に
直
接
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

・�

金
沢
「
兼
六
荘
」
の
予
約
は
、
宿
泊
の
１

年
前
か
ら
受
け
付
け
を
開
始
し
て
い
ま

す
。

施
設
部　
管
理
課

宿
泊
所
・
保
養
所
の

年
末
年
始
の
宿
泊
予
約

年末年始（12月31日～１月３日）の特別料金

宿泊所・保養所名 電 話 番 号 料　金（１泊２食）
大　人 子ども

湯　河　原　　敷　島　館 0465（63）3755 17,450円 10,400円

箱　　根　　対　岳　荘 0460（82）2094 19,800円 12,000円

鎌　　倉　　あじさい荘 0467（22）3506 14,500円 8,700円

葉　　山　　相　洋　閣 046（875）7300 16,500円 10,000円

金　　沢　　兼　六　荘 076（232）1239 8,900円〜（１泊朝食１名様）

志賀高原　　やまゆり荘 0269（34）2102 13,500円 7,500円

軽　井　沢　　すずかる荘 0267（45）7311 16,500円 11,000円

京　　都　　白　河　院 075（761）0201 22,000円 13,300円

注注　施設により、別途宿泊税・入湯税がかかる場合があります。

資
産
形
成
セ
ミ
ナ
ー
開
催
の 

ご
案
内

福
祉
部　
貯
金
・
貸
付
課

　
資
産
形
成
に
つ
い
て
、
専
門
の
担
当
者
が

学
校
法
人
等
を
直
接
訪
問
し
て
、
教
職
員
に

向
け
た
説
明
会
を
無
料
で
開
催
し
ま
す
。

　
セ
ミ
ナ
ー
で
は
、資
産
形
成
の
重
要
性
や
、

資
産
形
成
に
お
す
す
め
の「
積
立
共
済
年
金
」

と
近
年
話
題
の「
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」・「
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
」

と
の
違
い
な
ど
を
説
明
し
ま
す
。

◉
開
催
概
要

◦�

開
催
期
間

　
　
８
年
11
月
２
日（
月
）～
11
月
20
日（
金
）

◦�

開
催
人
数　
10
名
以
上

◦�

所
要
時
間　
60
分
程
度

◦�

講
師　
積
立
共
済
年
金
制
度
幹
事
会
社

　
　
　
　
第
一
生
命
保
険
株
式
会
社

◦�

申
し
込
み
期
限

　
　

�

開
催
希
望
日
の
２
週
間
前
ま
で

◦�

申
し
込
み
先

　
　
私
学
事
業
団　
貯
金
・
貸
付
課
貯
金
係

　
☎
０
３
（
３
８
１
３
）
５
３
２
１
（
代
表
）

　
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
・
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
（
事
業
所
番
号

な
ど
）・
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
関
す
る
照
会
は
、

本
事
業
団
で
は
お
受
け
で
き
ま
せ
ん
。

【
問
い
合
わ
せ
先
】

◦
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

　
取
り
扱
い
の
あ
る
金
融
機
関
等

◦
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ

　
国
民
年
金
基
金
連
合
会
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

　
☎
０
５
７
０
（
０
０
３
）
１
０
５

オ
ン
ラ
イ
ン
特
定
保
健
指
導
を

受
け
て
み
ま
せ
ん
か
？ 

（
東
京
臨
海
病
院
）福

祉
部　
保
健
課

東
京
臨
海
病
院
で
は
、
生
活
習
慣
病
予
防

を
目
的
と
し
た
オ
ン
ラ
イ
ン
特
定
保
健
指
導

を
実
施
し
て
い
ま
す
。
健
診
の
結
果
、
私
学

事
業
団
か
ら
特
定
保
健
指
導
利
用
券
が
届
い

た
人
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

初
回
は
約
30
分
間
の
面
談
で
、
生
活
習
慣

改
善
に
向
け
た
目
標
と
計
画
を
立
て
、
そ
の

後
、
約
3
か
月
間
に
わ
た
り
取
り
組
ん
で
い

た
だ
き
ま
す
。
管
理
栄
養
士
や
保
健
師
が
、

一
人
ひ
と
り
に
合
わ
せ
た
ア
ド
バ
イ
ス
を
行

い
、
健
康
づ
く
り
に
役
立
つ
グ
ッ
ズ
も
お
渡

し
し
て
い
ま
す
。

詳
細
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私

学
共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
福
祉
事
業
▼
特
定

健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
▼
オ
ン
ラ
イ
ン

特
定
保
健
指
導
（
東
京
臨
海
病
院
）〕を
参
照

し
て
く
だ
さ
い
。

◉
予
約
方
法

予
約
サ
イ
ト
よ
り
ご
予
約
く
だ
さ
い
。

病
院
に
て
、対
面
で
の
実
施
も
可
能
で
す
。

◉
問
い
合
わ
せ
先

東
京
臨
海
病
院

健
康
医
学
セ
ン
タ
ー

☎️
０
３
（
５
６
０
５
）
８
８
２
２

�（
平
日
：
9
時
～
16
時
30
分
／
第
2
・
4
土

曜
：
9
時
～
12
時
）

東
京
臨
海
病
院
　�

オ
ン
ラ
イ
ン
特
定
保
健
指
導

予
約
サ
イ
ト 

「東京臨海病院　オンライン特定保健指導予約サイト」https://reserva.be/rinkaihokenshido
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共
済
業
務

　
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
（
京
都
を
除
き
ま
す
）

共
済
業
務
課
で
は
、
地
域
の
加
入
者
や
事
務

担
当
者
を
対
象
に
各
種
説
明
会
を
開
催
し
て

い
ま
す
。
参
加
費
は
無
料
で
す
。
ぜ
ひ
参
加

し
て
く
だ
さ
い
。

　
各
種
説
明
会
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
〔
私
学
共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
お
知
ら
せ

一
覧
▼
各
種
説
明
会
▼
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共

済
業
務
課
主
催
〕で
も
ご
案
内
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
申
込
人
数
が
少
な
い
場
合
な
ど
、

状
況
に
よ
り
中
止
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

加
入
者
向
け
説
明
会

加
入
者
に
役
立
つ
情
報
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

◉
内
容

①
新
し
く
加
入
し
た
人
向
け

②
退
職
予
定
の
人
向
け

①
又
は
②
の
２
種
類
の
説
明
会
を
行
っ
て

い
ま
す
。
ど
ち
ら
の
説
明
会
を
行
っ
て
い
る

か
は
各
ブ
ロ
ッ
ク
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

①
は
健
康
保
険
や
年
金
等
給
付
の
し
く

み
、
福
祉
事
業
の
利
用
方
法
な
ど
の
説
明

で
、
新
規
加
入
者
か
ら
改
め
て
共
済
制
度
を

知
り
た
い
人
ま
で
幅
広
く
参
加
で
き
ま
す
。

②
は
退
職
前
に
行
う
手
続
き
や
年
金
制
度
の

し
く
み
に
つ
い
て
お
伝
え
し
ま
す
。

◉
参
加
対
象
者

　
加
入
者
・
被
扶
養
者
及
び
事
務
担
当
者

◉
開
催
日
程
・
申
し
込
み
方
法

　
各
共
済
業
務
課
発
行
の
ブ
ロ
ッ
ク
広
報
誌

又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学
共
済

事
業
の
ご
案
内
▼
お
知
ら
せ
一
覧
▼
各
種
説

明
会
▼
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
主
催

▼
加
入
者
向
け
説
明
会
〕
を
参
照
し
て
い
た

だ
く
か
、
各
共
済
業
務
課
ま
で
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

年
金
説
明
会

将
来
に
備
え
て

年
金
制
度
を
学
び
ま
し
ょ
う

◉
内
容

　
退
職
後
の
生
活
を
支
え
る
年
金
制
度
に
つ

い
て
、
基
本
的
な
内
容
を
説
明
し
ま
す
。

　
年
金
の
こ
と
が
ま
っ
た
く
分
か
ら
な
い
人

で
も
安
心
し
て
参
加
し
て
く
だ
さ
い
。

注注�　
遺
族
厚
生
年
金
、
障
害
厚
生
年
金
の
説

明
は
あ
り
ま
せ
ん
。

◉
参
加
対
象
者

　
私
学
共
済
の
年
金
加
入
履
歴
が
あ
る
人
及

び
そ
の
家
族
、
事
務
担
当
者

◉
開
催
日
程
・
申
し
込
み
方
法

　
各
共
済
業
務
課
発
行
の
ブ
ロ
ッ
ク
広
報
誌

又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学
共
済

事
業
の
ご
案
内
▼
お
知
ら
せ
一
覧
▼
各
種
説

明
会
▼
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
主
催

▼
年
金
説
明
会
〕を
参
照
し
て
い
た
だ
く
か
、�

各
共
済
業
務
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

地
域
事
務
担
当
者
向
け
説
明
会

す
ぐ
に
役
立
つ
共
済
事
務
を
学
べ
ま
す

◉
内
容

　
私
学
共
済
の
事
務
に
か
か
る
基
本
的
な
内

容
や
手
続
き
に
つ
い
て
、
事
例
を
挙
げ
て
説

明
し
ま
す
。

　
毎
年
必
ず
行
う
事
務
手
続
き
や
質
問
の
多

い
事
項
な
ど
、
テ
ー
マ
を
絞
っ
た
内
容
で
２

時
間
程
度
行
い
ま
す
。

　
日
々
の
共
済
事
務
へ
の
理
解
を
深
め
る
機

会
と
し
て
く
だ
さ
い
。

◉
参
加
対
象
者

　
事
務
担
当
者

◉
開
催
日
程
・
申
し
込
み
方
法

　
各
共
済
業
務
課
発
行
の
ブ
ロ
ッ
ク
広
報
誌

又
は
説
明
会
を
開
催
す
る
地
区
の
学
校
法
人

等
に
送
付
す
る
開
催
案
内
に
同
封
さ
れ
て
い

る
申
込
書
に
よ
り
各
共
済
業
務
課
ま
で
郵
送

で
申
し
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

学
校
訪
問
型
説
明
会

学
校
法
人
等
に
無
料
で
講
師
を
派
遣
し
ま
す

◉
内
容

共
済
業
務
課
職
員
が
学
校
を
訪
問
し
て
私

学
共
済
制
度
の
概
要
等
を
説
明
し
ま
す
。

学
内
の
研
修
や
教
職
員
向
け
の
説
明
会
と

し
て
も
活
用
で
き
ま
す
。

日
時
や
内
容
の
ご
希
望
に
つ
い
て
は
ご
相

談
に
応
じ
ま
す
。
詳
細
は
各
共
済
業
務
課
ま

で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

ブロック名 担当都道府県 ガーデンパレス名 電話番号（直通） ブロック広報誌

北 海 道 北海道 札幌ガーデンパレス
共済業務課 011（222）6234 きらら

東 　 北 青森・岩手・宮城・秋田・山形・
福島

仙台ガーデンパレス
共済業務課 022（299）6231 ハーモニー

関 　 東 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・
東京・神奈川・新潟・山梨

東京ガーデンパレス
共済業務課 03（3812）2577 Promenade

中 　 部 富山・石川・福井・長野・岐阜・
静岡・愛知・三重

名古屋ガーデンパレス
共済業務課 052（957）1388 すこやか

近 　 畿 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・
和歌山

大阪ガーデンパレス
共済業務課 06（6393）9701 Present

中 　 国
四 　 国

鳥取・島根・岡山・広島・山口・
徳島・香川・愛媛・高知

広島ガーデンパレス
共済業務課 082（262）1134 SunSun　News

九 　 州
沖 　 縄

福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・
宮崎・鹿児島・沖縄

福岡ガーデンパレス
共済業務課 092（752）0651 そよ風

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
主
催 

各
種
説
明
会

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　
相
談
班



助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm

私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/

共済業務　https://www.pmac.shigaku.go.jp/　（私学共済ホームページ）

２日（水） 貸付  送金
６日（日） 貸付  ８月分定期償還期限
１０日（木） 貯金  払込期限（必着）
１５日（火） 貸付  10月2日送金申し込み・任意償還申出締め切り

２４日（木）
貯金  送金　
貸付  送金

２５日（金）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

２８日（月）
貯金  後期加入申し込み開始
掛金等  ８月調定口座振替（自振校のみ）
貸付  ９月分定期償還口座振替（自振校のみ）

３０日（水）
掛金等  ８月調定納期限
貸付  10月22日送金申し込み締め切り
特健  特定健康診査の健診結果データ提出期限（第１回）

9 月の共済業務スケジュール

２日（金） 貸付  送金
６日（火） 貸付  ９月分定期償還期限
９日（金） 貯金  払込期限（必着）
１５日（木） 貸付  11月2日送金申し込み・任意償還申出締め切り

10 月の共済業務スケジュール

共済
業務

電話照会の際は、学校記号番号、加入者等記号・番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

共済事業本部
〒113 - 8441
東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）

積立貯金の後期募集が始まります�
申出受付期間　９月28日（月）〜10月23日（金）

　積立貯金の新規申し込み、既加入者の積立金額変更及
び中断している積立貯金の復活を希望する場合は、申出
期間内に手続きしてください。なお、積立貯金のパンフ
レットは８月下旬に発送しました。追加でパンフレットが
必要な場合は貯金・貸付課貯金係まで連絡してください。
●制度のあらまし
　・利率　�年利0.50％（10月１日から適用。半年複利。利

率は、金融情勢の変動等により変更する場合
があります。９頁参照）

　・積立金額単位　1,000円単位
　・積み立て方法　（②のみの積み立てはできません）
　　①定時積立金　毎月の給与から
　　②�臨時積立金　�年３回の賞与等から
　・今回の申し込みによる積み立て開始時期
　　�11月の給与から〔払込期限は12月10日（木）〕
●申し込み方法
　・新規加入　　　　「貯金加入申込書」
　・積立金額の変更　「積立金変更申込書」
　・積立貯金の復活　「積立中断・復活届書」
　加入者が提出した書類を学校単位で一括して「貯金関
係書類送付内訳書」を添付のうえ、提出してください。
　提出締め切り日：10月23日（金）　私学事業団必着
●送付先（積立貯金書類専用）
　〒101-8709　日本郵便（株）神田郵便局私書箱第103号
　私学事業団共済事業本部　貯金係
　注注�　積立貯金以外の書類は、共済事業本部の住所宛て

に送付してください。誤って同封しないでください。
� 【福祉部　貯金・貸付課】

電子媒体による届け出の終了

　資格関係の報告書のうち「資格取得報告書」「標準報酬
月額改定届書」「賞与等支給報告書」「標準報酬基礎届書」
については、電子媒体（USBメモリ、CD-R）による報告
を受け付けていますが、令和８年度をもって受付を終了
します。９年度からは、電子申請、様式用紙、又は電算用
紙（学校等で作成した様式用紙で事前申請制）のいずれか
で報告してください。詳細は今後「掛金等納付通知書」に
同封して送付する通知文、私学共済ホームページをご覧
ください。
　� 【業務部　資格課】

アイリスプランの募集

　私学事業団では、教職員生涯福祉財団と提携して教職員
の経済生活支援事業「アイリスプラン」を実施しています。
　詳細は、８月に学校法人等に送付した募集パンフレッ
トをご覧ください。
●問い合わせ先　専用ダイヤル　0120（844）022
� 【福祉部　貯金・貸付課】

令和８年度 特定健康診査の�
健診結果データ提出期限（第１回）

　令和８年度の定期健康診断を実施済みの学校法人等 
は、特定健康診査にかかる健診結果データを取りまとめ、
９月30日（水）までに提出してください。
　提出の際は、事務の効率化と記載不備防止のため、私 
学事業団のフォーマットによるCSV形式又は厚労省指定
フォーマットによるXML形式のデータでの提出をお願い
します。
　詳細は、５月下旬に送付した事務担当者用「特定健診 
元気ガイド」をご覧ください。私学共済ホームページ〔私
学共済事業のご案内▶刊行物▶事務担当者向けの刊行 
物〕にも掲載しています。
� 【福祉部　保健課】
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助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm

私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/

共済業務　https://www.pmac.shigaku.go.jp/　（私学共済ホームページ）

	 融資

助成業務の貸付金にかかる返済のご案内�
（令和８年９月分）

　助成業務の学校法人等向け貸付金にかかる元金・利息の
返済については、契約締結後に送付した「償還年次表」を
参照のうえ、次の点にご留意ください。

●口座振替（口座からの自動引き落とし）の場合
①�口座振替日は９月14日（通常13日、金融機関休業日の場

合は翌営業日）となりますので、前日までに登録済みの
預金口座へ返済金相当額の入金をお願いします。

②�口座の預金額が返済額に満たないことにより、引き落
としができない場合、再度の自動引き落としは行われ
ません。引き落としの結果は通帳等により必ずご確認く
ださい。

③�引き落としができなかった場合は、私学事業団指定口
座にお振り込みをお願いします。振込口座情報は８月下
旬に送付した「貸付金返済のご案内」をご覧ください。
なお、振込手数料は学校法人のご負担となります。
●振り込みの場合
①�８月下旬に送付した「貸付金返済期日のご案内（払込通

知書）」の「振込依頼書」を使用し、期日までに電信扱
いで私学事業団指定口座にお振り込みください。

②�本事業団取引銀行の本支店を利用されますと、振込手
数料は無料扱いとなりますので、銀行窓口へその旨お
申し出ください。

③�インターネットバンキング等を利用する場合は、「振込
依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力して
ください。

④�設置学校ごとに分割して振り込まず、必ず学校法人単
位で一括してお振り込みください。

◦�期日までに口座振替又は振り込みがされなかった場合、
約定返済日（15日）の翌日から元金に対して延滞金が発
生しますのでご注意ください。
◦�貸付金の返済は事務負担の軽減にも役立つ口座振替が

大変便利です。口座振替の手続きを希望の学校法人は、
融資課までお問合せください。
◦�共済業務における積立貯金・加入者向け貸付事業につい

ては、取り扱い及び担当部署が異なりますので、ご注意
ください。

【融資部　融資課】
　☎03（3230）7871～7874
　yushi@shigaku.go.jp

私立学校等からの研修生受け入れ
　私学事業団では、助成業務において私立学校等の職員
を受け入れる研修制度を設けています。
　この研修制度は、私立学校教育の振興に関する実務経
験等を通じ、当該私立学校等の運営の充実に資するため
の広い見識と実務能力の育成を図ることを目的としてい
ます。
　令和９年度の研修生受け入れに関する募集要項は、私
学事業団ホームページ〔採用・募集情報▶私学研修生募
集〕に掲載しています。

【総務部　人事課】 
　☎03（3230）7883・7884
　jinji@shigaku.go.jp

	 経営支援

私学事業団の刊行物案内「今
こんにち
日の私学財政」

●「令和７年度版 大学・短期大学編」（CD-ROM）
　令和７年12月刊行　3,500円（税込）
●�「令和７年度版 高等学校・中学校・小学校編」（CD-ROM）
　令和８年１月刊行　2,300円（税込）
●�「令和７年度版 幼稚園・特別支援学校編」（冊子）
　令和８年８月刊行　2,000円（税込）
●�「令和７年度版 専修学校・各種学校編」（冊子）
　令和８年８月刊行　2,000円（税込）

　NPO法人学校経理研究会を通じてご購入いただけます。 
ご購入を希望される方は、NPO法人学校経理研究会 

（☎03-3239-7903・gaku@keiriken.net）に直接お問い
合わせください。

【私学経営情報センター　私学情報室】
　☎03（3230）7846〜7848
　center@shigaku.go.jp

私学研修生募集

▲

私学振興事業本部
〒102 - 8145
東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成
業務

　令和８年熊本地震及び令和8年8月千葉豪雨により被害を受けられた皆様へ、心よりお見舞い申し上げます。私学
事業団では、被害を受けられた学校等並びに加入者、被扶養者及び年金受給者の皆様を全力で支援してまいります。
　被害を受けられた皆様の安全と、被災地の一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

◆運営審議会
　令和８年８月1日付　再任　小　原　芳　明

委員就任のお知らせ

お見舞い
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宿泊施設のご案内
私学事業団では、全国16か所の宿泊施設を運営しております。
詳しくはホームページを確認してください。
https://www.pmac.shigaku.go.jp/annai/fukushi/yado/index.html

やまゆり荘

1泊2食付プラン　
志賀高原は秋の訪れが早く、紅葉は９月下旬から１０月中旬までが見頃
です。大小さまざまな湖沼群の水面に紅葉が映り込む幻想的な景色を、
整備された遊歩道、リフトからぜひお楽しみください。
（１名１室／１名様）	 12,000円
（２名１室／１名様）	 11,000円
（３～４名１室／１名様）	 10,500円
取扱期間：通年（年末年始を除きます）
注　注　別途、宿泊税がかかる場合がございます。

料亭“加賀料理 秋月”で味わう【花の膳プラン】
夕食はひがし茶屋街からほど近い、料亭「加賀料理 秋月（しゅうげつ）」
で金沢の四季折々の食材のお料理をお楽しみください。
１泊２食（２名１室／１名様）	 19,600円～
取扱期間：令和９年３月31日まで（火曜日・年末年始を除きます）
◦お食事開始は18：00からです。
◦兼六荘から料亭までは往復送迎がございます（兼六荘17：40発　送迎バス）。
◦朝食は兼六荘にてご用意いたします。
注注　別途、宿泊税が必要です。 花の膳（夕食イメージ）

融資事業のご案内 詳しくは私学事業団ホームページをご覧ください。
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm融資事業のご案内 詳しくは私学事業団ホームページをご覧ください。
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm

～

校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？
旧耐震基準で建設された校舎・園舎の建て替え事業（耐
震改築）や、防災（耐震）機能強化の補助金対象となっ
た改修事業（耐震改修）、及び指定避難所施設等の整備
事業に、私学事業団の融資をご利用いただくと、一定の
要件を満たした場合、国の利子助成が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、機器
備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整
備計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

・�事業を行う学校の種類や事業内容等により、利子助成の対象になるか、
またどちらのパターンになるかが決まります。

・�融資金利が 1.0％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。

・�利子助成率の上限は大学等 2.1％、高校・幼稚園等 1.6％、専門学校・各
種学校は 0.5％です。

■主な事業と融資金利（令和８年８月現在）

主な事業内容
返済期間（据置年数含む）

30年以内 20年以内 10年以内 6年以内

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％ 年％

4.00 3.40 2.70 2.30
寄宿舎などの
建築・用地取得 4.10 3.50 2.80 ―

園バスや備品
などの購入 ― ― 2.70

（5.5年以内）

2.10
・�返済期間が 30 年以内（21 年以上）の融資は、原則として融資契約額が 10
億円以上の場合にご利用いただけます。
・�金利は毎月見直しています。なお、金利は融資契約時点の金利が適用され、
償還完了までの固定金利となります。

問い合わせ先（私学振興事業本部）
融資部融資課　☎03（3230）7862～7864、7866～7868

yushi@shigaku.go.jp

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
JR「金沢」駅兼六園口（東口）から北鉄バスで「南町・尾山神社」下車、徒歩３分金　沢　 兼

けん

　六
ろく

　荘
そう

〒381-0401　長野県下高井郡山ノ内町大字平穏7148　☎0269（34）2102
JR「長野」駅（東口）から、「志賀高原」行き急行バスで70分又は長野電鉄「湯田中」駅か
らバスで40分、いずれも「蓮池ひろば」下車、徒歩５分

志賀高原　 やまゆり荘




